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●報告対象期間： 原則として2024年4月から2025年3月まで
※一部当該期間以外の内容も含みます

● 報告対象範囲： 株式会社エーアンドエーマテリアルおよび連結子会社

● 将来予測表記に関する特記：本報告書の記載内容のうち、将来予測表記は、現在入手
可能な情報に基づいた将来予測表明です。これらの将来予測表記は、様々な要因によっ
て、実際の成果や業績などが記載の予測とは大きく異なる可能性があります。

● ウェブサイトにおける情報開示：ウェブサイトにおいてもサステナビリティ情報ページ
にて掲載しています。あわせてご覧ください。

● サステナビリティ情報：https://www.aa-material.co.jp/sustainability/

● 詳細財務情報（有価証券報告書）：
https://www.aa-material.co.jp/ir/library/securities_report.html

本報告書に関するお問い合わせ
株式会社エーアンドエーマテリアル
経営企画部サステナブル経営グループ：03-3458-9382
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●以下は当社グループの商標登録です
ハイラックフネン　フェザーロック　エフジ―　リペアウェット　トンネライト　
御免火　ステンド　APコネクター　アデック　マリライト　ステンドSpeed工法　
ステンドSpeedテープ　ヨドックス粒　Vガード　Décorフネン　アクアトランサ　
BEoNA　レセパル　セルフレックス　ユニボード　カラリッチ

＊ 本報告書に掲載されている製品やサービス名称などは、エーアンドエーマテリアルグ
ループの商標または登録商標です

● 編集方針：
本報告書は、財務情報に加え、ESG（環境・社会・ガバナンス）
など非財務情報を含めた統合的な視点でエーアンドエーマテ
リアルグループの活動や事業戦略について報告しています。 
企業活動を通じてESG課題の解決を目指すエーアンドエーマ
テリアルグループの考え方や取り組みを、ステークホルダー
の皆様に理解していただく一助となりましたら幸いです。 
なお、財務情報に関するより詳しい情報は、有価証券報告書
をご覧ください。
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❶ステンド／Décorフネン

❼APコネクター
❾耐火材 トンネライト

❽断熱材・保温保冷工事他

⓮鉄骨耐火被覆工事

❷アデック

❸ユニボード

❹エフジーボード

❺ハイラックフネン

❻セルフレックス

❿ブレーキライニング ⓫アクアトランサ

⓯ 免震装置用耐火被覆
システム 護免火

⓬ LNG燃料船
タンク保冷工法

⓭船舶用材料

⓰除菌剤（ヨドックス粒）

暮らしの中に価値を生み出す エーアンドエーマテリアル
快適な場を創造する製品・サービスを通じて、皆様の暮らしと社会基盤の充実・産業の発展のために
様々なシーンで価値を創造し続けます。

❶ステンド／Décorフネン 
カラフルアート感に優れ、抗菌にも対応し
た不燃化粧ボードです。

❷アデック 
抗菌に加え木目や鏡面仕上げなど、表面
デザインにこだわった不燃化粧ボードです。

❸ユニボード 
メラミン化粧層と芯材（パーティクル
ボード等）を一体成型した化粧板です。

❹エフジーボード 
曲面施工が可能な音響効果を高める不燃
ボードです。

❺ハイラックフネン 
衝撃に強く、吸放湿性に優れた内装材と
してスタンダードな不燃ボードです。

❻セルフレックス 
強度が強く、耐水性が求められる内外装
用不燃ボードです。

❼APコネクター 
断熱性が高く、ダクト配管に生じる変異や
振動、応力を絶縁する重要なパーツです。

❽断熱材・保温保冷工事他 
プラントの多様な温度範囲、対象装置など
に応じた最適な製品、設計および施工を
提供します。

❾耐火材 トンネライト 
トンネル構造体を火災から守ります。

❿ブレーキライニング 
バイクや自動車の安全性を高めます。

⓫アクアトランサ 
フィルムに図柄を印刷し、平面だけでな
く曲面にも図柄を付けられるシートです。

⓬LNG燃料船タンク保冷工法 
環境にやさしい次世代型発泡ガス（HFO）を
使用し、LNG燃料船のタンクを保冷します。

⓭船舶用材料 
船の内装や設備への熱や音を軽減します。

⓮鉄骨耐火被覆工事 
構造体である鉄骨を火災から守ります。

⓯免震装置用耐火被覆システム 護免火 
免震用積層ゴムを火災から守ります。

⓰除菌剤（ヨドックス粒） 
撒くだけでウイルスや一般細菌を除去で
き、動植物に対する侵襲性が低い安全な
散布型除菌剤です。
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株主をはじめステークホルダーの皆様には、平素より格別の
ご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。昨年、統合報告書を初
めて発刊して以来、お取引先など当社と縁の深い方々とお会い
するたびにご感想やご質問をいただけることが増えてきました。
これまでの決算短信や有価証券報告書などの財務情報では伝え
きれない人材や技術力、知的財産、環境、価値創造ストーリー
などを含めて当社グループを知っていただくことで、皆様との
親密さや相互理解が深まったと実感しています。

また、ステークホルダーの皆様とより円滑なコミュニケー
ションが図れるよう、2025年2月に本社を全国からアクセス
がよい品川駅近隣に移転しました。さらに、当社グループの活
動や技術をリアルタイムで多くの方々に知っていただけるよう
SNS（Instagram）も始めています。
当社グループは、他社の追従を許さない優れた技術・商品・サー

ビスを備えており、その多くが建設・建材、産業インフラなどの
分野で強みを発揮しています。長期経営構想「Vision2033」では、
当社の強みを最大限活かす投資と事業展開を段階的に進め、売
上高1,000億円の企業グループに成長する未来を描いています。

̱"େͰ֦ۀࣄ෇ՃՁ஋ͷߴ ".ͷϒϥϯυྗΛߴΊɺ
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代表取締役社長

巻野 徹
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その1st Stageとなる「挑戦と変革」が走りだした2024年度
は、建設・建材事業における販売価格の改定、工業製品・エン
ジニアリング事業の大型工事の完成により、売上高は増収とな
りました。一方、利益面では原燃料の高騰、外注労務費・物流
費の増加などの外部要因に加え、M&Aや本社移転、従業員の
働き方改革、採用・ブランド強化など中長期を見据えた成長投
資が大きく影響し、営業利益、経常利益は減益となりました。
2024年度は、1st Stage「挑戦と変革」に掲げる売上高500億
円の達成に向けて事業拡大を目的とした投資を優先しており、
その種まきを進めた1年だったと考えています。
大きな進展として、M&Aにより既存・新規の双方にまたがる

事業拡大の基盤ができたことが挙げられます。2024年10月に
建材・家具などに使用される低圧メラミン化粧板を製造・販売
する大昭和ユニボード㈱、続いて2025年4月には高意匠性・高
機能性の化粧紙・フィルムの印刷技術を有するDICデコール㈱
を子会社化し、それぞれユニボード㈱、デコール㈱に社名変更
しました。この2社の技術に、当社が今まで培ってきた熱をコ
ントロールする技術が活かされている耐火性に優れた不燃ボー
ドを組み合わせることで、これまでにない高付加価値建材の開
発・生産・販売までの一貫体制が構築できます。すでに3社の
営業が集まって販路開拓に向け連携を深めており、工場の生産
設備が整い次第始動する予定です。

さらに、発電所や各プラントに供給している国内シェア
No.1の非金属製伸縮継手「APコネクター」では、オーダーメイ
ドが中心ということもあり、顧客に寄り添った「アフターフォ
ローを充実させた制度」の整備に注力しました。これによって、
顧客との関係性を深め、新たな受注獲得や継続した受注につな
げる営業体制の強化も進めています。
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2026中期経営計画では「ビジネスモデル発想による新価値
創造」を基本方針の一つに掲げ、新たな販路を船舶分野で拡大
しています。工業製品分野では、国内の新造船建造の回復に合
わせて自動車運搬船向けの防熱材や副資材の出荷が大幅に増加
しています。エンジニアリング分野では、国内では初となる
「LNG燃料のタンク保冷工法」が高く評価され、受注が増えて
います。この旺盛なニーズにお応えするために、技術開発研究
所では保冷工事の効率化を進めているところです。また、ウク
ライナ危機など国際紛争で調達が難しくなった資材に代わる材
料の検討にも着手しています。
船舶の内装分野でも、当社の技術が一躍注目を集めています。

船舶のエンジンルーム周辺では会話ができないほどの騒音にさ
らされるのが常ですが、当社の製品を用いた複合材を床やドア
に施工することで遮音性が飛躍的に高まり、船内業務の環境改
善につながります。この施工を船員の居住エリアにも適用すべ
く、船舶の居住空間の基準に合致した高性能製品の開発を進め
ています。
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新たな事業展開として、環境領域にも広く乗り出しています。
その一環としてアグリビジネスに進出しており、ウイルスや一
般細菌の除去ができる散布型除菌剤「ヨドックス粒」を開発・販
売しています。ヨドックス粒は、動植物への侵襲が低く、鳥イ
ンフルエンザなどの感染症拡大の抑制に効果があります。大手
養鶏場で確認を進めていますが、“畜産業の衛生管理のスタン
ダード”となるよう動物医薬品の認定取得に向けた手続きも進
めています。また、サツマイモやイチゴの活性を高める効果が
あることが分かり、農作物の品質向上に貢献する新しい農業資
材として商品化を進めています。
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当社グループでは、技術の継承、人手不足、コスト上昇といっ
た製造現場の課題解決策としてスマートファクトリー化を推進
しています。長期経営構想「Vision2033」では、「働き方」「生
産工程」「提供価値」の3段階に分けて、スマートファクトリー
への移行を画策しており、その第1段階として、IoTを活用し
た「生産工程の見える化」システム、タブレット版操作マニュア
ルなどDXを進めました。
また、新たな販売経路として、ECビジネス事業の構築も始

まっています。当社の製品を求めるお客様に最短かつ低コスト、
スピーディーに製品をお届けするサービスで、建材から工業製
品、ヨドックス粒などの環境製品まで多品目多品種をライン
アップしていく予定です。
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長期経営構想「Vision2033」の成長戦略と長期CSRビジョン
「CSR2033」は、当社の持続的成長を支える両輪であり、サス
テナブルな事業活動を通じてこれらのビジョンを実現し、働き
やすい会社にしていくためには、新たな人事制度が必要だと感
じました。そうした経緯から、若手中堅従業員19名を集めて「あ
りたい働き方実現プロジェクト」を立ち上げました。メンバー
からは人事施策について経営側に提案がなされ、それを受けて
この4月から新たな人事制度がスタートしました。その柱とな
るのが「転勤選択制」「キャリアプラン設計」「働き方の多様化」で
す。本人が転勤を選択できる制度とし、育児や介護などライフ
ステージに合わせた柔軟な働き方を可能にするものです。また、
従業員のキャリアプランを設計し、それに沿った人事異動や研
修を提供していきます。管理職層にはコーチング研修を実施し、
従業員一人ひとりが成長を実感できる制度を整備しました。
また、同時進行で健康経営の推進にも力を入れています。昨

年度「健康経営推進室」を設置し、「健康経営優良法人2025」に
も初認定されました。当社とグループ会社の㈱アスクテクニカ
は、子育てサポート企業として「くるみん認定」も受けています。
さらに、健康増進につながる福利厚生メニューを充実させ、当
社グループとして従業員やその家族が健康的に安心して働き続
けることができる職場づくりを進めていきます。
当社グループの最大の資産はなんといっても「人」です。私は

定期的に国内全拠点を回り、現場の従業員との食事交流会を
行っていますが、そうした場で従業員から率直に伝えられる思
いは、私に与えられた宿題であり、会社をより良くする改善の
ヒントだと考えています。食事をしながら従業員の言葉に耳を
傾け、忘れないように箸袋の裏にメモをすることもあります。
従業員がやりがいをもって仕事に取り組めることが当社グルー

プ成長の原動力です。今後も従業員中心の人的資本戦略を充実
させていきたいと考えています。
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当社グループの成長戦略は、従業員が自分達の会社の実力と
価値を自覚し、それを磨き続けることだと私は考えています。
例えば、主要セグメントである建設・建材分野では、建築着工
件数の減少に合わせて建材需要も徐々に減ってきています。当
社グループも市場縮小による売上減少・利益の確保に苦しんで
いましたが、営業面での意識改革に大きく舵を切りました。元々、
当社グループの製品・技術・サービスは、他社に比べても高機
能・高性能で、デリバリー能力も高く、強い競争力を有してい
ます。ですから、事業運営に必要な利益を確保していくために、
製品価格の引き上げを行いました。引き上げによってシェアが
下がる心配もありましたが、実際にはシェアが上がる逆転現象
が起こりました。その後、コロナ禍、原燃料価格や物価の高騰
で足踏みした時期もありましたが、高付加価値のビジネスモデ
ルで利益を獲得していくという当社グループの戦略は一貫して
変わりません。
今後は、建設・建材事業、工場製品・エンジニアリング事業

という従来の事業体制から、建設・建材、産業インフラ、環境
という3つの領域に事業価値を再定義し、異分野にも積極的に
挑戦していきます。また、海外事業展開を加速させるため、新
たなプロジェクトチームも立ち上げました。
「『エーアンドエーマテリアルグループの実力（可能性）は、ま
だまだこんなものじゃない。』ということをこれからも皆様にお
伝えしていきたい。」　私からのメッセージを含めて、この統合
報告書はそんな思いで作っています。そして、一人でも多くの
皆様に当社のファンになっていただけることを願っています。
ステークホルダーの皆様におかれましては、今後とも一層のご
支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

トップメッセージ
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副社長に就任して1年が経ち
ました。この1年間は、グルー
プ会社を含め、およそ30拠点を
めぐり、製造現場の見学や第一
線で働く皆さんの声を聞く機会
を得て、当社グループの全体像
と今後取り組むべき課題の理解
に努めました。
私がまず感じたのは、各社と

も技術や品質に非常に真面目な
会社であることです。そして、
建材や工業製品など非常に多品目多品種にわたる製品を製造・
販売し、さらにはエンジニアリング分野でも多様な独自技術
を持つイノベーティブな企業集団であることです。工場で複
雑な工程を経てスピーディーに製品が出来上がる光景には圧
倒されました。一方、年間800万枚生産される建材ボードの
検査は機械では限界があり、最終的には人の目でチェックす
る目視検査が欠かせないことには驚きました。
当社グループの高付加価値な製品群・技術力は、現場を支え

る従業員をはじめ、マンパワーによって支えられています。し
かし、ご承知のとおり、昨今は品質・安全・環境・人権に何ら
かの瑕疵が生じた場合、その企業の信用を揺るがすような事態
に発展することも稀ではありません。それほどの大きな問題で
なくても、現場の皆さんと話をしてみると、それぞれに仕事上
の悩みや困りごとを抱えていることも見えてきました。さらに
は、あまりに恒常化して困りごととすら認識されていないよう
な課題も潜在的にあるのではないかと感じました。そうした小
さな綻びを放置せず、一つひとつ解決に導いていく仕組みづく
りをすることが私の役割だと考えています。

कΓͱ߈Ίͷ૒ํ͔޲Β
౰ࣾάϧーϓͷ
ΊΔߴՁ஋Λۀا
ΨόφϯεΛ࣮͠ݱ·͢ɻ

取締役副社長執行役員

大橋 徹也

ಇ͘ਓ͕ϨϕϧΞοϓ͍ͯ͘͠
Δ͛޿ʹ૊ΈΛάϧーϓ࢓

当社グループ製品の信頼や高い品質の維持を担う部署として、
品質保証部があります。製造部門の中に品質保証の機能も置か
れることが少なくありませんが、当社グループの場合、製造部
門と独立して品質保証部があります。部員は品質保証のプロ
フェッショナルであり、生産拠点を毎年監査に入り、前年の指
摘の改善、クレーム対応などを隈なく確認します。
内部統制部は、毎年20カ所程度の拠点のきめ細やかな業務

監査を実施し、業務が適切に行われているかをチェックするだ
けでなく、従業員へのヒアリングを通じて、業務の効率化や品
質の一貫性を図っています。
リスクマネジメントを強化するには、人間の行動原理や心理

に踏み込んだ施策があって然るべきだと私は考えています。こ
れまでの日本の製造業は、「明確なルールを作り統制をすれば、
人は正しく行動するであろう」と“性善説”に寄ったマネジメン
トを行ってきました。それも正しくはありますが、さらに進ん
で「人は時にミスすることもあれば、仕事に慣れて、手を抜い
てしまうこともある。」という現実的な視点から現場の課題を
拾っていくことも必要だという考え方を最近知りました。課題
を見つけたら、ミスを発生させない具体的な仕掛けや方法を考
えて「仕組み化」する。それに従うことで個人のパフォーマンス
やスキルが自ずと上がり、効果を生み出せるのが理想です。
様々な現場で私が感じたのは、従業員の経験やスキルの差で

す。人手不足が深刻化する昨今、マンパワーの確保に課題を抱
えているのは当社グループも例外ではありません。また、熟練
した従業員の持つ、言語化されていないスキルや経験値はあら
ゆる場面で欠かせません。
安全管理の面では、安全作業標準書を動画マニュアル化すべ

く、作業を担当する従業員を巻き込みながら、基本的な動作や
確認方法、危険動作を言語化し、さらには動画や画像で見える
化し、まとめていく作業をスタートしました。
また、事務系の業務マニュアル整備プロジェクトも内部統制

部が事務局となって始めました。これは、業務の属人化を防止
し、効率化および品質の均一化を図るものです。また、新入社
員の教育にも役立ちますし、業務の引き継ぎもスムーズにいく
はずです。
当社グループでは、従前より設置していた内部通報窓口の名

称を利用しやすいイメージとなるよう2023年度から「ヘルプ
ライン」と改め、不正の通報、職場や業務上の悩みの相談を受
け付けています。ケース・バイ・ケースできめ細かく対応し、
通報者の意思やプライバシーを最大限尊重し、社内で立場が悪
くならないよう厳重に配慮しています。ここ最近、通報・相談
件数が徐々に増えており、これは良い傾向だと捉えています。
企業は、結局のところ「人」です。企業側は従業員が正しい行

動をとりたくなるような「仕組み」を提供し、それによって個人

のレベルアップを引き出す――それがガバナンスやリスクマネ
ジメントを高める近道ではないかと私は考えています。

ϦεΫͱνϟϯεΛਖ਼͘͠ۃݟΊ
εϐーυ͋ײΔܦӦ൑அΛԼ͢

長期経営構想「Vision2033」では、従来の建設・建材事業、
工業製品・エンジニアリング事業という枠組みから発展して、
産業インフラや環境領域でも新たなビジネスモデルの確立を目
指しています。
そのための戦略としてM＆Aは欠かせませんが、成功に導く

には、社内でもロングリストからショートリストに絞り込み、
対象企業の調査や交渉プロセスを検討していく綿密な準備が欠
かせません。
今後、当社グループが海外展開を進める際には、やはり時間

をかけた中長期戦略が必要です。海外事業では、様々な障壁や
課題が生じます。その経験の積み重ねと海外人材が揃ってはじ
めて、軌道に乗るのが海外事業です。しかも、技術移転が進む
ほど現地企業が参入し、市場を取られるリスクも伴います。当
社グループの高付加価値な建材は、発展著しいアジア地域で十
分需要が見込めるからこそ、慎重に戦略を練り、中長期的な展
望で進めていく姿勢が必要だと考えています。
リスクマネジメントに関しては、施設の老朽化や安全管理の

問題など予め備えられるリスクもあれば、ウクライナ危機や中
東危機のような備えられないリスクもあります。前者は、より
厳しい視点で精査していきたいと思います。後者は、幅広く国
際情勢に視野を広げて様々なリスクを想定しながらも、ノータ
イムで対応できる経営側の機動力や決断力が必須だと考えてい
ます。

ʮ೤Λίϯτϩーϧ͢Δٕज़ʯͰ
౰ࣾάϧーϓ͸΋ͬͱੈͷதʹݙߩͰ͖Δ

当社グループの強みは「熱をコントロールする技術」を起点に、
様々な製品・工法を幅広く展開し、製造から販売、施工までの
ワンストップ体制を実現していることです。「熱をコントロー
ルする技術」は今後、エネルギーの有効利用や環境対応が求め
られる時代においてますます必要とされていくものと思います。
そのために、様々なニーズにきめ細かく応える多品種多品目の
製品・サービスはますます価値をもってくるはずです。現在、
新たな技術開発もいろいろと進められていますが、同時に既存
の製品の価値や技術を改めて見直し、ステークホルダーの皆様
にしっかりとアピールしていく取り組みも重要だと考えていま
す。真面目な会社であり、数々の知的資産を持つ当社グループ
の価値を守り、健全な企業活動の継続・発展に力を尽くしてい
きたいと考えています。
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௕ܦظӦߏ૝ʮ7JTJPO����ʯ
当社は、不確実性の高まる経営環境の中、サステナブルな事業活動を通じて社会課題の解決に貢献し続ける企業への進化を目指し、
エーアンドエーマテリアルグループの新たな未来像を描いた長期経営構想「Vision2033」を策定しました。

これまで私たちエーアンドエーマテリアルグループは、
熱をコントロールする技術で安全・安心・快適な社会づくりに貢献してきました。
次の10年は、新たな事業領域への「挑戦」とグループ力の結集による「成長と変革」で、
“心躍る価値”を提供する企業へと生まれ変わり、持続可能な地球の未来を「創造」していきます。

新たな事業価値の定義に基づく組織再編と事業展開を企画・推進し、
当社グループ間のシナジーを生み出すビジネスモデルの確立を目指します。

売上総利益率30％を目指し、以下の施策を展開します。
●事業のサービス化　●ワンストップサービスモデルへの変革　●環境領域の事業化

2033年度におけるM&Aによる売上高増加180億円を目標に積極投資を実行します。
事業分野ごとに、 建設･建材領域 75億円 産業インフラ領域 30億円 環境領域 75億円 を想定。
M&A実施目標5件以上 買収投資額100～150億円を想定。

新技術・新製品開発の加速に向け、オープンイノベーションによる外部リソースの積極活用を進めるとともに、
これに応じられる自社体制の変革による進化を実現します。

グループ内の各工場においてスマートファクトリー化を進めます。 ●ワークスマートファクトリー（社員の働き方の変革）
●プロセススマートファクトリー（生産工程の変革）
●バリュースマートファクトリー（提供価値の変革）

新たなかたちのグループ経営モデルを模索し、 ●CXO経営モデルの検討
グループ利益の最適化を目指します。 ●グループ横断型プロジェクトの企画・推進

●ポートフォリオ経営を実現するKPIマネジメントの推進

次世代経営リーダーを育成・輩出するグループシステムを構築します。

1 ｢事業価値」の再定義による3つのドメイン展開

2 ビジネスモデル発想による新価値創造

7 Vision推進型プラットフォーム（人的資本経営）

3 持続的成長を実現するM&A戦略

4 新製品・新事業を創造する研究開発機能の進化

5 私たちらしいスマートファクトリーの具現化

6 新たなグループ経営モデルの確立

次期中期経営計画（2024年度～2026年度）を1st Stage「挑戦と変革」と位置づけ、
10年後のありたい姿からバックキャスティングした実施計画を策定し、実現に向けた取り組みを開始いたします。

Vision2033　地球の未来を “CREATE” ～Create the Future Earth～

Vision2033

PMMBCPSBUJPOʢڠಇʣ� ಇΛਤΓ·͢ɻڠ੒֓೦ʹଊΘΕͣɺ͋ΒΏΔεςーΫϗϧμーͱͷط�

FTPMVUJPOʢղܾʣ� �l೤Λίϯτϩーϧ͢Δٕज़zΛ͠࢖ۦɺ༷ʑͳࣾձత໰୊Λղܾ͠·͢ɻ

OWJSPONFOUʢڥ؀഑ྀʣ� �͞ Βʹڥ؀ʹ഑ྀͨ͠ܦӦΛ͍ߦɺ࣋ଓՄೳͳࣾձʹ͠ݙߩ·͢ɻ
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SBOTGPSNBUJPOʢมֵʣ� �%9ʢデδタϧʣɺ$9ʢίーϙϨーτʣɺݱঢ়ʹଊΘΕͳ͍ະདྷۀاܕ޲ࢤʹมֵ͠·͢ɻ

WPMVUJPOʢਐԽʣ� �ͦ ͯ͠ɺ୭΋͕l৺༂ΒͤzϫΫϫΫ͢Δۀا΁ͱਐԽ͠·͢ɻ

2024年度

環境事業への挑戦と
事業のサービス化への変革

�TU�4UBHFɿ௅ઓͱมֵ
ʢ����೥౓�����೥౓ʣ

�OE�4UBHFɿ੒௕
ʢ����೥౓�����೥౓ʣ

�SE�4UBHFɿ૑଄
ʢ����೥౓�����೥౓ʣ

M&A・研究開発・事業領域拡大による
グローバル&グループ価値経営での成長

3ドメイン×ワンストップソリューションで
地球の未来に貢献する新たな事業ブランド価値を創造

2025年度 ����೥౓ 2027年度 2028年度 ����೥౓ 2030年度 2031年度 2032年度 ����೥౓

Ҭྖࡐݐઃŋݐ

ۀࣄࡐݐઃɾݐҬྖࡐݐઃŋݐ

੡඼ɾۀ޻
ΤϯδχΞϦϯάۀࣄ

建設・建材領域における製造・販売・工事・サービス一体型の
エリア密着サービスカバーモデル

グループ連携により環境領域を開拓する環境貢献型製品・
サービスのコンサルティングモデル

工業製品・エンジニアリング領域におけるワンストップで
新たな価値を生み出す産業インフラソリューションモデル

ΠϯϑϥྖҬۀ࢈

ΠϯϑϥྖҬۀ࢈

Ҭྖڥ؀

Ҭྖڥ؀

売上高

���億円
売上総利益率

��％
営業利益率

�％

売上高

���億円
売上総利益率

��％
営業利益率

�％

売上高

�
���億円
売上総利益率

��％
営業利益率

��％

ఆٛ࠶Ձ஋ۀࣄ

Ϗδϣϯୡ੒ʹ͚ͨ޲�εςοϓ੒௕ઓུ

�ͭͷجຊํ਑
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੡ɾൢɾ޻ɾαーϏεҰମܕͷ
ΤϦΞີணαーϏεΧόーϞデϧ

事業別戦略

新規市場開拓を実現するサービス一体
型全国/海外展開モデルへの進化～販
売規模の拡大とDXを活用した生産性
向上～

事業別定量目標

●売上高  325億円
●売上総利益  146.5億円（45.1%）

強み

●幅広いニーズに応える商品対応力
● エリア密着サービスカバー
（プロデュースモデル）
●施工力・施工品質

強みをさらに強化するキーワード

● 新製品・新技術
● 海外市場・販路拡大
● M&A・アライアンス・ファブレス・
多様な海外生産拠点展開
● スマートファクトリー

事業を確立するキーワード

● コンサルティングセールスモデル
● グリーンイノベーションメーカー
モデル
● サーキュラーエコノミーモデル

強みをさらに強化するキーワード

● ニッチトップをさらに生み出す
目利き力と開発力

● 事業領域拡大とコア事業の
深耕によるサービスの拡充

● グループ協働型ワンストップ体制に
よるトータルソリューション

ϫϯετοϓͰ৽ͨͳՁ஋ΛੜΈग़͢
ΠϯϑϥιϦϡーγϣϯϞデϧۀ࢈

事業別戦略

より広く、より深く。産業インフラを
中心とした事業領域の拡大とコア事業
の深耕を図るグループ協働型ワンス
トップ体制への変革

事業別定量目標

●売上高  450億円
●売上総利益  86億円（19.1%）

強み

● 多様なニッチトップを生み出す
グループ力

● メーカー・商社・エンジ機能
● 多様な業界トッププレーヤーとの
取引

● 大動脈産業でのビジネス

੡඼ɾαーϏεͷܕ഑ྀڥ؀
ίϯαϧςΟϯάϞデϧ

事業別戦略

サービスとモノづくりを一体とした事
業展開による環境分野での事業ポート
フォリオ確立

事業別定量目標

●売上高  225億円
●売上総利益  67.5億円（30.0%）

強み

● A&AMが保有する熱コントロール
技術、商材を用いたソリューション
サービス

Society Create Materials

Ҭྖࡐݐઃŋݐ
Industrial One-stop Solution

ΠϯϑϥྖҬۀ࢈
Environmental Solution Service

Ҭྖڥ؀

2033年度には、3つのドメイン展開と新たなビジネスモデルの構築により、
売上高1,000億円、売上総利益率30%の実現を目指します。

ఆٛʹΑΔ�ͭͷυϝΠϯల։࠶Ձ஋ͷۀࣄ ����೥౓�ച্ߴ���ԯԁͷୡ੒Λ໨͠ࢦ
൫ͮ͘ΓΛਐΊ·͢ɻج຿ͷࡒͱۀࣄ

Խʹ౒Ίͨڧ൫ͷجԼͰऩӹگࢢ͍͠ݫ
ʮ����தܦظӦܭըʯ

「2026中期経営計画」の初年度となった2024年度は、建設・
建材事業における販売価格の改定、工業製品・エンジニアリン
グ事業の大型工事の完成により売上高は434億円（目標430億
円）と増収となったものの、営業利益は19億円（目標25億円）
と目標値には届きませんでした。その要因として、一つに厳し
い市況があり、原燃料の高騰、労務費・物流費の増加に加え、
建設工事、プラント工事ともに大型案件の受注獲得競争の激化
や外部要因による工程遅延も相次いだことが影響しました。最
終利益では、長年の懸案となっていたアスベスト訴訟の和解に
向けた動きが出てきたことで、将来の損失の備えとして訴訟損
失引当金を計上したことが影響しました。
そうした状況下でも、事業拡大の柱の一つとして掲げた

M&Aを進め、大昭和ユニボード㈱、DICデコール㈱（それぞれ、
ユニボード㈱、デコール㈱に社名変更）を傘下に収めました。
この2社が持つメラミン樹脂含浸技術と、意匠性の高い化粧紙
に当社グループの不燃建材を組み合わせることで、今後需要が
見込める住宅リフォーム分野に向けた高付加価値製品の開発・
生産・販売が一気通貫できる体制が整いました。
「2026中期経営計画」では売上高500億円、営業利益35億円
の目標達成に向け、この2社のグループインと、船舶関連で売り
上げを大幅に伸ばしているアスク・サンシンエンジニアリング
㈱の稼ぐ力で、土台は着実に積み上がっていると考えています。

ΩϟογϡɾϑϩーվળͰࡒ຿҆ఆԽΛਤΔ

キャッシュ・フローは、営業活動による資金が増え、有利子
負債の削減も進み、手堅く増やしていける手応えを感じていま
す。また、投資に向けた借り入れを積極的に行うことで、財務
の安定化につなげます。
2019年に導入したキャッシュマネジメントシステムをレベ

ルアップし、預金を一元管理してグループ会社間でファイナン
スができるようにしました。特にコントロールする必要がある
のは、研究開発テーマと投融資案件です。各社の研究開発テー
マを把握し、どんな製品、工法に投資するのかをグループ全体
で考える投資会議を行い、資金の有効活用を図っています。

����೥ͷະདྷΛ$3&"5&͢Δ੒௕ઓུͱڞ૑ੑ׆Խ

「2026中期経営計画」の1st Stageでは『挑戦と変革』を掲げ、
成長分野に向けた投資戦略を積極的に進めることを主眼として

います。M&A投資額は30～50億円を目安として検討を行い、
ユニボード㈱、デコール㈱を子会社化しました。特に工事分野
では人手不足が課題となるので、工事会社のM&A、業務提携
など、手を結べる会社があれば進めていきたいと考えています。
また、国内造船業への回帰により回復傾向にある船舶分野に向
けて、新たな製品、工法の開発など積極的に投資していきます。
中長期に向けた投資としては、当社グループの若手研究員を

中心に、知的財産部、経営企画部が加わった『未来創造会議』に
て検討を重ねており、既存事業に縛られず環境やAI、デジタル
などの新規技術開発を探索しています。すぐに答えや成果が出
るものではありませんが、未来への種まきとして積極的に資源
を投入していきたいと考えています。
当社グループは2025年2月に横浜市鶴見区から東京都港区

に本社移転をしました。これまでフロアに分かれていた各部署
の多くがワンフロアに集まり、フリーアドレスとなったことで
部門を超えた従業員の交流が活性化しています。こうした共創
の場から、未来志向の発想や協業が生まれていくものと期待し
ています。

౰ࣾάϧーϓͷۀاՁ஋ΛߴΊגओؐݩ΁ͭͳ͛Δ

株主還元では、前期は最終利益がマイナスとなったものの、
安定した収益に基づく配当という当社の基本方針に基づき、年
間60円と2023年度から10円の増配とすることが取締役会の全
会一致で決まりました。これは当社グループとしての自信の表
れです。PBRについても、成長投資を実行し市場に向けて積極
的にアピールすることで着実に上げていきたいと考えています。
今後、「2026中期経営計画」の目標を着実に達成していくこ

とで、さらに当社の企業価値を高め、配当にも反映していきた
いと思います。

຿୲౰໾һϝοηーδࡒ

取締役専務執行役員　髙原 一登

エーアンドエーマテリアル　統合報告書2025 エーアンドエーマテリアル　統合報告書202513 14
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キャッシュ・フローアロケーションに関する方針
●ありたい姿を実現するために、成長投資とサステナビリティへの取り組みに対する投資を優先する
●株主還元の原資は、内部留保および営業キャッシュ・フローを基本とする

株主還元方針
●配当性向40％を基準とする
●余剰資金の累積が生じた場合には、機動的に自己株式の買入れなどを実施する

営業キャッシュ・フロー　3年間の累計70～80億円の創出＋借入金増加額 40～60億円→合計110～140億円

設備投資 30～45億円

開発関連
15～20億円

M&A関連投資
30～50億円

人財
投資
5億円

株主還元
15～20億円

環境関連
10～15億円

DX関連
5～15億円

（保守管理等 10～15億円）

����தܦظӦܭը

各施策の組み合わせによる積み上げで中期的実績を確保し、
将来への足固めも推進します。

主な取り組み
● 国内既存事業ではビジネスモデル転換と新たな
バリューチェーンによる市場開拓
● 環境配慮型を含む新製品の開発上市
● 海外市場の事業エリア拡大
● 戦略的M&Aの実行

PBR＝ROE（自己資本利益率）×PER（株価収益率）の関係から、PER向上のための市場評価および期待成長率の改善に取り組んでいます。
৔ධՁͷվળࢢ৔ͱͷର࿩ͷਪਐʹΑΔࢢຊࢿ

IR戦略の推進
●株主との対話の強化
●統合報告書発行による情報伝達の“質”の向上
●信頼されるコーポレートブランドの確立

サステナビリティ経営の強化
●カーボンニュートラルの推進
●バリューチェーンにおける人権尊重の徹底
●CSR2033への取り組み加速

଴੒௕཰ͷվળظҬͷ֦େ౳ʹΑΔྖۀࣄ

収益力の向上
●新たなビジネスモデルによる収益構造の改善

事業拡大策の推進
●M&Aによる事業規模の拡大
●環境領域への事業展開

海外への事業展開
●台湾事業を足掛かりとした韓国、中国への展開加速

1#3ʢגՁ७࢈ࢿഒ཰ʣ্޲΁ͷऔΓ૊Έ

����தܦظӦܭըʹ͓͚Δۀࣄͷ֦େʹ͍ͭͯ

����தܦظӦܭը
長期経営構想「Vision2033」をバックキャストし、2024年度から開始となる中期経営計画は以下のとおりのテーマを掲げました。

7JTJPO������TU�4UBHF

௅ઓͱมֵ
2026中期経営計画は、Vis ion2033の達成に向けた1st 
Stageとして「挑戦と変革」をキーワードに、従来の仕事の仕組
み、やり方を変えていく期間と位置づけ、3つの主要施策を中
心に、グループ一丸となって取り組んでいきます。

メーカーとしての材販にこだわらず、グループ全体を通じて新たなビジネスモデルの創造に挑むとともに、企業価値向上に向け
たコーポレートブランドの確立への取り組みを推進します。

事業規模拡大に向けた垂直統合を軸に、新規事業の核となるM&Aに積極的な取り組みを展開し、2026年度には少なくとも売
上高30億円、営業利益2億円以上の積み上げ達成を目指します。

更新期を迎える基幹システムの整備に合わせ、これまでに導入したITツールの最適化を図るとともに、日常業務における“作業”
の低減とさらなるペーパーレス化の推進により業務改革を実現します。

ᶗ� ৽ϏδωεϞデϧͱίーϙϨーτϒϥϯυͷཱ֬ʹΑΔऩӹ֦େ

ᶘ� ઓུత.�"ʹΑΔنۀࣄ໛ͷ֦େ

ᶙ� ݱ຿վֵͷ࣮ۀ൫੔උʹΑΔج%9

● グループ連携強化による新バリューチェーンの創出
● 既存事業と環境領域における新ビジネスモデルの構築
● 研究開発機能の進化による技術力のブランディング
● SNSを活用した積極的な情報発信とステークホルダーコミュニケーションの強化
● 市場評価と期待成長率の改善によるPBRの向上

● 既存事業における戦略的事業統合の推進
● バリューチェーン強化に向けた買収先の選定
● 環境事業進出の核となる提携先の探索
● M&A対応力強化に向けた体制づくり

● 基幹システムの更新をベースとした業務改革の推進
● グループ連携強化に資する情報基盤の整備
● ビッグデータやAIを活用したデータ駆動型意思決定ツールによる経営判断の効率化
● 工場におけるワークスマートファクトリーの具現化

2026年度目標
売上高  500億円
営業利益  35億円
営業利益率  7.0％

ओཁࡦࢪ

エーアンドエーマテリアル　統合報告書2025 エーアンドエーマテリアル　統合報告書202515 16

2023年度実績 2026年度目標

500億円
30億円3億円5億円

50億円
既存事業
国内市場の
深耕・開拓

+20%
国内新製品
環境系含む

海外市場
深耕・開拓

M＆A412億円

売上高

（年度）2022

392

14.814.8

3.8%3.8%

23.223.2

5.6%5.6%

35.035.0

7.0%7.0%

2026

500

2025

2026中期経営計画期間
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Ձ஋૑଄ͷ͋ΏΈ
2000年10月、株式会社アスクと浅野スレート株式会社の不燃・
耐火技術を持つ2社が合併し、株式会社エーアンドエーマテリ
アルが発足してからもたゆまぬ技術革新を重ねてきました。
2011年には、創業以来の中核事業であった波型スレートの
取り扱いを終了するという大きな決断のもと、企業体質の強
化に努めてきました。
創業から100年を超えた現

い ま
在、10年後のありたい姿を目指し、

「熱をコントロールする技術」を核として、様々な分野、領域
に安心・安全をお届けします。

1914年
我が国最初の波型スレート製造

株式会社アスク 浅野スレート株式会社

2000年10月　2社合併により発足

2000年 10月  ㈱アスクテクニカがISO9001取得
 2月  茨城工場がISO9001取得
 5月  ㈱アスクテクニカがISO14001取得
 6月  大阪工場がISO9001取得
2005年 1月  技術開発研究所、㈱エーアンドエー茨城が

ISO14001取得
 10月  経営理念、行動規範制定
2006年 2月  ㈱エーアンドエー大阪がISO14001取得

2000年 12月  米大統領にブッシュ氏当選
2005年 11月  耐震強度偽装事件
2008年 9月  米リーマンブラザーズ破綻
 11月  米大統領にオバマ氏当選

2009年 8月  民主党による政権交代
2011年 3月  東日本大震災
2012年 12月  第2次安倍内閣発足
2014年 4月  消費税5％→8％
2016年 2月  日銀マイナス金利導入
 11月  米大統領にトランプ氏当選

2019年 10月  消費税8％→10％
2020年 1月  新型コロナウイルス感染拡大
 12月  米大統領にバイデン氏当選
2022年 2月  ロシアによるウクライナ侵攻
2024年 10月  石破内閣発足
2025年 1月  米大統領にトランプ氏就任（2期目）

2009年 2月  工事請負業を会社分割し、エーアンドエー工事㈱
を設立

2012年 7月  サトナスウタマ（持分法適用非連結子会社）の連結
子会社化

 8月  明鴻アスク（持分法適用非連結子会社）の株式を㈱
アスクテクニカ、サトナスウタマが追加取得し、
明鴻アスクが連結子会社となる

2013年 4月  ㈱アスクエージェンシーを吸収合併
 10月  サトナスウタマの社名をアスクテクニカインドネ

シアに変更
2014年 8月  アスクテクニカインドネシアが明鴻アスクを吸収

合併
2015年 4月  ㈱アスクテクニカが㈱甲斐エンジニアリングを吸収

合併
2016年 4月  エーアンドエー工事㈱が㈱コウメンを吸収合併

2018年 10月  独占禁止法、下請法遵守に関する基本方針制定
2019年 1月  ハラスメント防止方針制定
2020年 10月  経営理念刷新
 12月  中長期CSRビジョン「CSR2030」の策定
2021年 11月  サステナビリティ推進委員会設置
2022年 8月  サステナビリティ方針制定
2023年 5月  長期経営構想「Vision2033」策定
 8月  中長期CSRビジョンを「CSR2033」に更新
2024年 4月  エーアンドエーマテリアルグループ人権方針制定

エーアンドエーマテリアルグループサステナブル
調達方針制定

2025年 3月  健康優良法人認定取得
くるみん認定取得

2014年 4月  遊休資産をメガソーラー用地として提供開始
2017年 4月  外国公務員等贈賄防止基本方針制定

2018～20年   「ステンドSpeed工法」「フェザーロックNeo」等
の上市

2024年 3月  ㈱エーアンドエー大阪に新管理棟竣工
関西エリアのグループ拠点を集約

 10月  大昭和ユニボード㈱を子会社化
2025年 2月  本店を東京都港区に移転

エーアンドエー工事㈱の商号を㈱エーアンドエー
クレストに変更
大昭和ユニボード㈱の商号をユニボード㈱に変更

 4月  DICデコール㈱を子会社化
DICデコール㈱の商号をデコール㈱に変更

2000年 10月  ㈱エーアンドエーマテリアル発足（本店は東京都
港区）

2002年 6月  本店を横浜市鶴見区へ移転
2004年 3月  茨城工場、大阪工場を分社化し、㈱エーアンドエー

茨城、㈱エーアンドエー大阪を設立

ΤーΞϯυΤーϚςϦΞϧͷಈ޲

ࣾձͷಈ޲

ΤーΞϯυΤーϚςϦΞϧʹ͓͚Δ
αεςφϏϦςΟ΁ͷऔΓ૊Έ

ظฤ࠶
合併後の体制整備によってA&AMとして事業を再編し、
軌道に乗り始めた期間

����೥ʙ����೥����೥ ����೥ʙ����೥ ����೥ʙ����೥ ����೥ʙ

�TU�4UBHFɿ௅ઓͱมֵ
環境事業への挑戦と事業のサービス化への変革

ظੜ࠶
リーマンショックを発端として、
国内外事業の選択と集中を進め、再生を図った期間

҆ఆظ
財務体質強化によって利益を生み出す体制を確立した期間

エーアンドエーマテリアル　統合報告書2025 エーアンドエーマテリアル　統合報告書202517 18

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2023 2024 （年度）20222021202020192018201720162015201420132012201120102009

11.29％ 11.47％ 12.36％
15.15％ 15.42％ 16.42％ 16.74％ 18.34％ 16.78％

47.39％
45.67％

43.22％

43.27％

39.51％
36.07％

30.77％26.77％

23.54％

18.83％

18.33％
14.99％15.93％16.78％15.76％

17.47％

62,033
65,542

60,547
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55,614

58,333
61,760 61,548

54,592

41,28239,200
35,92337,20442,76141,28639,208

39,27538,28839,492
35,86635,96935,23736,702

44,842

△2,288 △1,819
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43,421
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Ձ஋૑଄Ϟデϧ

すべての
ステークホルダーから
信頼される企業として、
社会の安心と安全を

守ります。

人にやさしく、
地球にやさしい、

未来に続く快適な環境を
創造します。

情熱をもって
熱をコントロールする
技術を極め、
持続的発展を
目指します。

ຊࢿ຿ࡒ
自己資本 �����億円
総資産 �����億円

� తՁ஋�（2024年度）ࡁܦ
売上高 �����億円
営業利益 ����億円
ROE ˚���％

� ࣾձతՁ஋�（2024年度）
GHG排出量 ����％削減
（2013年度比）

GHG排出量売上高
原単位 ����%削減
（2013年度比）

産業廃棄物再生利用率 ����%

エンゲージメントスコア
●仕事への満足度 ������点満点
●働きがい ������点満点

従業員の育成・能力開発
および働きやすい職場環境の整備

株主還元の強化
1株当たり年間配当金額 ��円
（前年度比10円増配）

ۀࣄࡐݐઃɾݐ
❶不燃ボード
❷不燃化粧ボードおよび内装工事
❸耐火被覆工事

売上高 ��
���百万円

ۀࣄ੡඼ɾΤϯδχΞϦϯάۀ޻
❶プラント工事（熱絶縁工事）
❷外壁断熱パネル工事
❸環境対策工事
❹プラント向け伸縮継手・断熱材
❺船舶用断熱材
❻二輪・自動車用ブレーキ

売上高 ��
���百万円

੡଄ࢿຊ
製造拠点数 �拠点
設備投資額 ����億円

ࣗવࢿຊ
エネルギー使用量 ��
���kL
水使用量 ����万m3

஌తࢿຊ
不燃、耐火、断熱を基軸とする
熱管理技術研究開発費 ���億円
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事業概要 データガバナンス社会環境֓ۀࣄཁ

不燃建材メーカーとして100年を超える歴史があり、建設市
場で高い信頼を得ています。主力製品のけい酸カルシウム板は
豊富なサイズを揃え、国内ではトップシェアを占めています。
火災から大切な命や財産を守り、騒音から快適な暮らしを守
る防音材としての機能を備える不燃ボード（エフジーボード・
ハイラックフネン等）および耐火材などの内外装材を販売して
います。さらに不燃ボードを用いた各種耐火構造認定を取得し
ています。
近年は、お客様のニーズにお応えできるよう、建築デザイン
の多様化、個性化に対応した化粧ボード（ステンドシリーズ）と、
インテリアボード（アデックシリーズ）の品揃えを充実させてき
ました。
昨年度から今年度にかけて、ユニボード㈱、デコール㈱が新
たにグループ会社に加わったことにより、各社が持つ強みを最

長年培ってきた技術と施工力を活かし、火災から建物を守る
耐火被覆工事を事業の柱として、コストパフォーマンスの高い
「吹付け耐火」、仕上げ性の良い「成型板耐火」、施工の簡便な「巻
付け耐火」などにより実績と信頼を築いています。
建材工事では、エーアンドエーマテリアルの不燃ボードや不

燃化粧ボードを中心に用いて、商業ビル・公共建築物・工場な
どの内装工事を行っています。

����೥౓ۀ੷֓ཁ
前年度から継続していた東京、大阪、九州各地区における

大型物件の完成が寄与したものの、全国的に現場の躯体工事
に起因する工程遅延で完工時期が来期となる物件もあったこ
となどから減収となりました。引き続き、仕入材料や労務費
の上昇を踏まえた適正価格による受注活動を行い、利益の確
保に努めてまいります。

ച্ߴ���ԯԁɹӦۀརӹ��ԯԁ
※内部取引調整控除前の数値で表記しています

売上高構成比（2024年度）

大限に発揮し、シナジーの創出による事業の拡大を目指すとと
もに、お客様により一層ご満足いただけるサービスをご提供し
ていきます。

����೥౓ۀ੷֓ཁ
公共投資と民間設備投資の回復を背景に、底堅い首都圏再

開発プロジェクトに加え、大阪・関西万博にも多くの製品が
採用されました。中でも非住宅市場での安定した採用率を確
保している「エフジーボード」、「ステンド♯800ドライ」等、
高性能・高品質製品の販売が増加し、売上・利益を牽引しま
した。

ച্ߴ����ԯԁɹӦۀརӹ���ԯԁ
※内部取引調整控除前の数値で表記しています

ʰ#&P/"ʢϕΦφʣɦͷൃച
フレキシブル板の持つセメン
ト色を活かした不燃内装化粧板
の販売を開始しました。落ち着
いたコンクリート調の風合いが、
和洋を問わず優雅な空間を演出
する内装仕上げ材です。素材自
体を生かした密やかで、ランダ
ムな表情をお楽しみいただけま
す。

ʰεςϯυ4QFFE޻๏ ͷɦఱҪ޻ࢪ΁ͷద༻֦େ
当社化粧板専用の特殊接着両面テープ「ステンドSpeed
テープS」のみで下張材に張り付ける省力化工法であり、内
壁はもちろん天井施工も可能となりました。従来工法と比
べて工期が短縮され、接着剤が不要となることで、現場で
の廃棄物低減や施工精度の安定を実現しました。

໊ࣾมߋʹΑΓʮࣜגձࣾΤーΞϯυΤーΫϨετʯ΁
2009年2月に設立したエーアンドエー工事株式会社は、2025年2月に「株式

会社エーアンドエークレスト」と社名変更しました。環境に配慮した製品や工法
の開発、DXによる省人化ならびに事業領域の拡大などにより、「業界の頂点（ク
レスト）」を目指してまいります。

ຊ෦ۀࣄࡐݐ

ձࣾΤーΞϯυΤーΫϨετʣࣜגʢۀࣄࣄ޻

ηάϝϯτۀࣄࡐݐઃɾݐ
不燃ボード、化粧ボードなどの内外装材の製造・販売・施工、また鉄骨造の耐火被覆工
事の設計・施工、その他トンネル躯体の耐火材を取り扱っており、安心・安全な社会づ
くりに貢献しています。

TOPIC

TOPIC

㈱エーアンドエークレスト
代表取締役社長 田中 隆敏

建材事業本部長
市川 智司

ւ֎ల։
建材海外部は、台湾、大韓民国、中華人民共和国を主な輸出

先として営業活動を展開しています。その中でも、主要な取引
先である台湾へは、けい酸カルシウム板「ハイラック」を中心に
販売を行っており、「エフジーボード」のPR強化にも取り組ん
でいます。その一環として2025年2月に台北市で「浅野木工武
士大賽」を開催し、多くの設計士、デザイナー、学生から「エフ
ジーボード」を使用した作品を出品いただきました。この作品
展は現地台湾メディアで紹介され、製品知名度のアップに大き
な効果となりました。

また、中華人民共和国では、2024年12月に広州市で開催さ
れた展示会「Guangzhou Design Week」に出展し、「エフジー
ボード」を中心に製品PRを行いました。同国内で最大級の展示
会であり、当社ブースには連日、設計事務所や建設会社、一般
の方まで数多くの方にご来場いただきました。同国では曲面を
デザインとした建物が多いことから「エフジーボード」の性能に
関心を持つ来場者が多く、出店効果に手応えを感じる展示会と
なりました。

ࣾձ՝୊ղܾ΁ͷऔΓ૊Έ͓Αͼઓུ
温暖化対策として、GHG排出量の多いオートクレーブ養生

等を行わない製品の開発に継続して取り組んでいます。また、
冷暖房効率を向上させる環境配慮型製品の開発および工法の検
討も行っていきます。

ステンドSpeed工法・紹介動画

市場快訊 - 中時新聞網
「2025浅野木工武士大賽」
激發台灣空間設計產業更多創意 | 建材新訊 | 商情 | 經濟日報
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工事請負　80.5％材料販売　19.5%

吹付け不燃断熱、
成形板耐火被覆、
免震装置用耐火被覆、
その他
5.3%

内外装
11.8%

巻付け耐火被覆
6.7%

吹付け耐火被覆
56.7%



事業概要 データガバナンス社会環境֓ۀࣄཁ

業界動向や顧客ニーズの把握と各事業における採算性を明確
にするため、「船舶」「プラント」「保温・築炉」「環境・エネルギー」
の4事業部体制で営業活動をしています。国内シェアNo.1の
非金属製伸縮継手「APコネクター」をはじめ、発電所やプラン
ト向けに数多くの製品を供給しています。また、高熱処理材搬
送用ロール「ディスクロール」は国内外でご好評をいただいてお
り、保温・保冷材メーカーとして長年携わってきた実績から、
お客様の信頼を獲得しています。

ձࣾΞεΫςΫχΧࣜג
エンジンや機械、配管の締結部に欠かせないシール材をはじ
め、自動車や産業機械の駆動装置に必要なクラッチ、制御装置
のブレーキ用摩擦材、高熱処理材用搬送ロールなど、安全性、
信頼性、経済性を追求した幅広い製品を提供しています。また、
海外ではPT.アスクテクニカインドネシアにおいて、二輪車用・
産業機械用摩擦材および非金属製伸縮継手を提供しています。

����೥౓ۀ੷֓ཁ
船舶事業部では自動車運搬船向け防熱材や副資材、セメン
ト粉体運搬船向け騒音対策床材、耐摩鋼加工品、遮熱・防熱
塗料などの出荷により、売上高が増加しました。一方、保温・
築炉事業部は、世界的なアルミ需要減少の影響を受け、アル
ミ溶融設備向け断熱材「レセパルHS」の出荷が伸び悩み、売上
高は減少しました。
㈱アスクテクニカにおける自動車や産業機械向けクラッチ
や摩擦材は、外部環境が厳しい中、改善傾向となりました。

ച্ߴ���ԯԁɹӦۀརӹ����ԯԁ
※㈱アスクテクニカ、PT.アスクテクニカインドネシア含む
※内部取引調整控除前の数値で表記しています

ւ֎ల։
自社製品の販売を中心に、プラント向け非金属製伸縮継手

「APコネクター」のメンテナンス案件の直接受注や、大口顧客
への技術フォロー、各国ユーザーのニーズに応じた製品の輸出
入などを行っています。訪問やWebミーティングを通じて、
直接貿易・間接貿易を問わず販路の開拓に取り組んでいます。
高熱処理材用搬送用ロール「ディスクロール」は、ステンレス市
場の冷え込みにより、各国ユーザーが寿命延長や競合他社製品
の導入を検討する中、訪問による技術フォローを行ったことで
2年連続増収となりました。
非金属製伸縮継手「APコネクター」は、中東のメンテナンス

案件と東南アジアの新規案件を受注しました。
アルミ溶融設備用耐熱材「レセパル」は、ヨーロッパや中東の

新たなニーズを把握し、技術と製造部門による製品改良と開発
を進めています。

保温・保冷・断熱工事は、発電事業や石油化学産業等の熱利
用産業において省エネルギーの観点から必要不可欠な事業です。
近年は、企業のGHG排出量削減への取り組みが年々本格化し
ており、保温・保冷・断熱工事の需要は今後さらに拡大するも
のと捉え、材料や工法の研究開発を日々進めています。工事以
外でも、エンジニアリング業務として放射熱量診断や騒音診断、
保温材水分量測定などの業務を実施しており、お客様から高い
評価をいただいています。

����೥౓ۀ੷֓ཁ
プラントメンテナンス工事、LNG燃料船タンク保冷工事、

物流施設外壁断熱パネル工事など、複数の大型案件の完工が売
上の堅調な推移に寄与しました。また、工事工程および工事管
理の徹底により、利益の確保に努めました。

ΞεΫɾαϯγϯΤϯδχΞϦϯά᷂

ച্ߴ����ԯԁɹӦۀརӹ��ԯԁ
ΞεΫԭೄ᷂

ച্ߴ���ԯԁɹӦۀརӹ��ԯԁ
※内部取引調整控除前の数値で表記しています

ࣾձ՝୊ղܾ΁ͷऔΓ૊Έ͓Αͼઓུ
アスク・サンシンエンジニアリング㈱は、五つ目の事業部と

して船舶分野での保冷工事事業に特化した「船舶保冷エンジ部」
を2025年4月に設立しました。
船舶業界では、地球温暖化防止に関する国際条約の要求事項

である低炭素社会の実現に向け、排気ガスのSOXやNOX、
CO2の排出規制がスタートしており、既存燃料である重油から、
GHG排出量がより少ないLNG（-163℃の液化天然ガス）への燃
料転換が計画されています。これに伴い、同社は環境に配慮し
た材料を使用し施工する「LNG燃料船タンク保冷工法」を開発
し、既に大手造船タンクメーカー様や船主様に採用いただき、
本格的に工事をスタートしています。
「船舶保冷エンジ部」の設立にあたっては、「建装部門」の一部
であった冷凍運搬船防熱工事事業を本事業部に集約し、同社の
船舶分野のリソースを効率的に活用していくことで、今後も需
要拡大が見込まれる船舶分野の保冷工事事業を、安定的に受注
できる体制を構築しました。

※2021年度から原価回収基準による調整額が含まれています
※アスク沖縄㈱は上図に含まれていません

アスク・サンシンエンジニアリング㈱の各部門別売上高等推移

海外向けディスクロール販売実績推移

ຊ෦ۀࣄ੡඼ۀ޻

ΤϯδχΞϦϯάۀࣄ�ʢΞεΫɾαϯγϯΤϯδχΞϦϯάࣜגձࣾɺΞεΫԭೄࣜגձࣾʣ

TOPIC

産業機械用摩擦材

タンク保冷工法

中東（Oman）向けAPコネクター ブラジル訪問での打合せ

����೥��݄ɹݐઃۀͷಇ͖ํվֵͱ
%9ਪਐʹد༩͢Δݪࣄ޻Ձ؅ཧγεςϜͷಋೖ
従来、現場担当者は施工現場から事務所に戻り、見

積書や請求書、その他社内外の書類作成や申請を行っ
ていました。しかし、このシステムの導入により、場
所を問わず業務を行える環境が整備され、時間外労働
の削減や、電子承認・ペーパーレス化等を含めた業務
の合理化、情報および原価管理データの共有化、チェッ
ク機能の充実を図っています。

ηάϝϯτۀࣄ੡඼ɾΤϯδχΞϦϯάۀ޻
電力・ガス関連プラントや船舶などの保温・保冷・防熱・防音・
防災に関する製品販売および施工を取り扱っております。また、
自動車関連商品としてシール材やブレーキライニングも取り扱っ
ています。

㈱アスクテクニカ
代表取締役社長 海宝 俊幸

アスク・サンシンエンジニアリング㈱
代表取締役社長 加藤 正明

工業製品事業本部長
國本 正臣

国内で新造する自動車運搬船にて
計画中（イメージ写真）

搭載タンクイメージ図
（タンク裏面に防熱施工、2基搭載）
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（百万円） 売上高
■ビル設備部門
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■プラント部門

ー●ー  営業利益　（百万円）

0

10,000

5,000

20,000

15,000

25,000

0

400

200

800

1,000

600

1,200

0

80

40

120

160

（年度）2023202220212020

77

141
134

2024

156

81

（百万円）



事業概要 データガバナンス社会環境֓ۀࣄཁ

$3&"5&ຊ෦
CREATE本部は長期経営構想「Vision2033」の達成に向けた取り組みを進めるため、2023年7月に新設さ
れました。当本部は、新たなビジネスモデルの確立を目指すことおよび技術開発に関連する各部の連携強
化を目的としており、「ITビジネス推進部」「ソリューション事業推進部」「技術開発研究所」「知的財産部」の4部
署で構成されています。Vision2033で描いた2033年度の事業環境を想定し、社会課題の解決や環境分
野への進出を目的として、デジタルマーケティングと課題解決型のソリューション提案および市場ニーズに応
える技術戦略・知財戦略を組み合わせた創造的な取り組みを展開しています。

ʮ*OTUBHSBNʯʹ ΑΔ৘ใൃ৴
ITビジネス推進部は企業ブランディングを目的として、2024年9月より「Instagram」公式アカウ
ントの運用を開始し、2025年2月からは定期的な投稿（フィード）に加え、動画による投稿（リール）
をスタートしました。現在は「会社紹介」「製品・施工事例紹介」「リクルート」の3テーマを中心に、当
社グループに関する紹介を行い、デジタルマーケティングの実践に向けた活動を展開しています。

औΓ૊Έ͚ͨ޲ʹ෼໺ͷ՝୊ղܾڥ؀
ソリューション事業推進部は、お客様の課題解決に役立つ新
たなビジネスモデルの開発に取り組んでいます。その一環とし
て、まず家畜伝染病の感染予防を目的とした産学官連携による
散布型除菌剤「ヨドックス粒」を2024年度より販売開始しまし
た。
近年、気候変動による生態系の変化などによって、畜産物や
農産物の伝染病が世界に拡散し、食料供給の安定化、野生動物
への感染防止が大きな課題となっています。「ヨドックス粒」は
弱酸性で動植物にやさしい成分でありながら、2カ月以上の耐
久性があり、平時の待ち受け型防疫資材として使用できること
を農林水産省に確認しています。
また、京都府内の鶏舎や動物園で冬季に2カ月おきに「ヨドッ
クス粒」の散布を繰り返す実証実験を行い、京都産業大学感染
症分子研究センターで実施したAIV（鳥インフルエンザウイル
ス）試験において、長期間にわたりAIV不活性効果があること
が確認されました。この成果は、鶏舎の屋内外で病原体の侵入
を防止する防疫資材として日本獣医師会が主催する2023年12
月の年次大会で発表しています。
現在、養鶏場や鳥類を飼養している動物園、野鳥が飛来し生

����೥౓ɹڀݚɾ։ൃ੒Ռͱޙࠓͷ՝୊
技術開発研究所は、茨城県筑西市の緑豊かな地域に位置し、

CREATE本部内はもちろんのこと、各事業部門やグループ会社
と連携し、新規事業の創出、既存事業の深耕に向けた研究開発
を進めています。
また、新たな事業領域への挑戦に向けた変革を促すため、

2023年度から開始した未来創造会議の結果を新たな研究開発
戦略にフィードバックするとともに、産学連携の強化や社外エ
ンジニアを活用したオープンイノベーションへの取り組みを加
速させています。

❶建設・建材事業領域
新たな不燃内装材として、コンクリート調インテリアボード

「BEoNA」を開発し、そのデザイン性に高い評価をいただいて
おります。また、ESG課題の解決に向けて、不燃ボードの複雑
な製造工程を細かいパートに分割して数値的に解析する有限要
素法を活用し、省エネルギー化やGHG排出量の削減を効率よ
く検討する取り組みを進めています。

৘ใ෼ੳͱ஌ࡒͷ͞ΒͳΔ׆༻
知的財産部は、事業視点に立った戦略的な知的財産活動を通

じて、当社グループの事業競争力とブランド価値の向上を目指
します。そのために、特許・非特許情報分析に基づくIPランド
スケープを一層推進し、グループ会社を含む事業部門からの信
頼を獲得するとともに、事業拡大に貢献しています。

*5Ϗδωεਪਐ෦

ιϦϡーγϣϯۀࣄਪਐ෦
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ヨドックス粒4つの防疫対策

家庭における鳥かご用敷き材をメルカリShopsで販売しています。
メルカリShops　https://jp.mercari.com/shops/product/7Wj5v5vU7E8JCubM9z48Kg

製品情報
二次元コード

❷工業製品・エンジニアリング事業領域
環境負荷の低いLNGを主燃料とした船舶向けとして、燃料

の気化を抑制するための保冷技術を確立し、その改良・評価を
続けています。本技術はアスク・サンシンエンジニアリング㈱
において「LNG燃料船タンク保冷工法」として事業化され、多
くの採用実績を挙げています。保冷技術は今後もさらなる進化
を図り、液体水素など次世代エネルギーに対応可能な技術を開
発していきます。

燃料転換を実施した耐火炉
による耐火試験の様子

発熱性試験機

ॏ఺࣮߲ࣄࢪ

❶ 特許を含む技術情報とマーケット情報を 
事業活用するための分析力の向上

特許分析およびマーケット情報収集用のツールを導入して、
実際に製品で分析し、他用途展開の可能性を見出しました。
この手法を横展開して事業貢献を進めています。

❷ グループ全体の知財マインド醸成を目的とした 
知財意識の向上

主要技術部門で知財担当者を選任し、知財マインド醸成の
核に位置づけるとともに、知財ポータルを活用し、全従業
員対象に保有している知的財産を閲覧可能とすることや、
知財ニュースの定期発刊でグループ全体の知財意識向上
を図っています。

息する地域などで散布するとともに、様々な角度から有効性の
評価を継続しています。
今後は、家庭の飼養鳥や感染事例が増えている哺乳類の生息

地域でも伝染病の予防を検討するとともに、これらの活動を基
盤として、環境分野の課題解決に取り組んでいきます。

特許出願件数と保有件数の推移

知的財産推進体制

ٕज़։ൃڀݚॴ ෦໳ۀࣄ

஌త࢈ࡒ෦

知財担当者 知財担当者

CREATE本部長
小野 雅宏

エーアンドエーマテリアル　統合報告書2025 エーアンドエーマテリアル　統合報告書202525 26

足踏防疫
容器内で水道水に混ぜて足踏

屋外防疫
鶏舎や鶏展示舎の
周辺に散布

屋内防疫　鶏舎や鶏展示舎の床面に散布

敷材防疫
敷材搬入時に散布して防疫
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生産部は、工場および生産子会社の生産計画、設備の保守管
理はもちろん、環境対応、省力化、スマートファクトリー化な
ど全体最適の見地から取り組んでいます。
主力製品であるけい酸カルシウム板は、㈱エーアンドエー茨
城および㈱エーアンドエー大阪の2工場体制で生産しており、
様々な厚さや寸法などのお客様の要望にお応えし、全国に供給
しています。化粧板につきましても、滋賀工場および㈱エーア
ンドエー茨城の2工場体制で生産し、高機能品や豊富なカラー
バリエーションを取り揃えています。
2024年度は環境対策として、GHG排出量削減に貢献する大
型の省エネ設備の導入を決定するとともに、㈱エーアンドエー
大阪の管理棟屋上に太陽光発電設備を設置しました。
また、建材生産工場の見える化を図るため、IoT化を推進し、
監視制御システムを導入しました。これにより、一部設備の生
産状況を遠隔で監視できるようになりました。

資材・物流部は、サステナブルな調達実現に向け、生産に必要となる資材の調達を担
うとともに、㈱エーアンドエー茨城に拠点を置く「東日本物流グループ」と㈱エーアンド
エー大阪に拠点を置く「西日本物流グループ」が販売部門と生産部門の調整役として機能
しています。また、東日本物流グループでは、構内協力会社の協力のもと、フォークリフ
トをディーゼル燃料からバッテリータイプへ移行する取り組みを進めています。

ੜ࢈෦

ɾ෺ྲྀ෦ࡐࢿ

ੜ࢈෺ྲྀຊ෦
生産部、資材・物流部、工場および生産子会社など、資材調達から生産、物流拠点在庫、拠点間物流ま
でを統合的に担っています。

生産物流本部長
大島 武人

৽άϧーϓձࣾ঺հ
戦略的M&Aによる事業規模の拡大を目指し、エーアンドエーマテリアルグループに新たなパートナーが加わりました。
2024年10月に大昭和ユニボード株式会社（現：ユニボード株式会社）、2025年4月にはデコール株式会社が
グループに参画しています。

デίーϧࣜגձࣾ
デコール株式会社は、1981年の創業以来、独自のグラビア印刷技術を核に、1万柄を超える豊富なデ

ザイン資産と高い素材開発力を培い、住宅・非住宅建築、住設機器、自動車、家電、家具など多様な分
野に「豊かな彩りと快適な製品」を提供してきました。
同社の強みは、単なる装飾にとどまらない、生活空間や製品の付加価値を高める意匠技術と提案力に

あります。国内外のトレンドやライフスタイルの変化を先取りしたデザインソースを蓄積し、多様化・
個性化する顧客ニーズに柔軟に対応しています。
今後は、エーアンドエーマテリアルグループの持つ高度な技術力・経営資源とのシナジーを活かして、

より高付加価値な製品・サービスの創出に取り組むとともに、事業領域の拡大を図り、持続的な成長を
実現してまいります。
また、企業としての社会的責任（CSR）を果たすべく、CO₂排出削減や資源の有効活用といった環境負

荷低減への取り組みに加え安全・安心な社会の実現に貢献する製品づくりを推進しています。従業員一
人ひとりが専門性を高めながら、創造性と多様性を発揮できる職場づくりに注力し、人的資本の価値向
上にも努めております。
これらの活動を通じて、SDGsの達成に貢献するとともに、すべてのステークホルダーと共創し、社

会的・環境的・経済的価値をバランスよく創出するサステナブルな企業を目指してまいります。

ϢχϘーυࣜגձࣾ
ユニボード株式会社は、1970年の設立以来、およそ50年にわたり低圧メラミン化粧板のパイオニア

として、お客様に安心してお使いいただける高機能かつ耐久性に優れた部材の提供に努めてまいりました。
繊維板としての特徴を活かし、その加工適性や、木質材料の利点と工業材料の強みを併せ持つ素材として、
お客様のニーズにお応えしています。
また、昨今の地球規模の環境問題への対応として、合板・製材の残廃材や低質木材チップの有効活用、

家屋などの建築解体材の再利用など、積極的に資源循環型の取り組みを行い、社会に貢献してきました。
今後も、環境への配慮を一層重視し、環境循環型企業としての誇りを持ちながら、品質・デリバリー

等のさらなる向上、新商品開発に努め、お客様の多様なニーズに応えていきます。

վળۀ࡞
生産ラインのさらなる自動化を図るため、IoT化による省力

化や設備の見える化を進め、最適な生産体制の実現に取り組ん
でいます。

੡඼඼࣭҆ఆԽ
最適な生産条件の変異点をつかむために計測センサーの設置

を進め、連続生産における製品品質の安定化と突発的に発生した
不良品の要因分析ができるようデータベースに収集しています。

লΤωਪਐ
建材生産工場では、設備ごとのエネルギー（電力・ガス）使用

量についてデーターベース化し、分析を行い、無駄のない省エ
ネ運転を目指しています。

製造に係る日報類の帳票データもデータベース化し、ペーパ
レス化を進めています。現在、官能試験を実施している外観検
査等はAI搭載の画像処理設備、予備品管理および設備保全シス
テムの他、自動搬送装置の導入等を検討し、将来的には最少人
数の運転を目指しています。
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キッチン オフィス家具

オフィス内装自動車内装

バ ッテリーフォークリフト

代表取締役社長
新川 篤志

代表取締役社長
山本 昌彦
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当社グループは2021年12月より、サステナビリティ推進委
員会を設置しています。
本委員会は代表取締役社長を委員長とし、環境部門、社会部

門、ガバナンス部門に分類してそれぞれに専門部会を配置する
構成としています。
本委員会では、サステナビリティに関する目標や戦略を審議

し、年間の事業計画を立案、運用いたします。また原則として

年に1回、サステナビリティ推進委員長が全体の取り組み状況
を評価し、必要に応じて見直しの指示を行います。
企業を取り巻く環境は大きく変化しており、気候変動関連を

はじめとする重要な経営課題があらためて認識されています。
本委員会の設置は、今後のサステナビリティ経営推進の新たな
枠組みを構築することを目的としたものです。

Λࢿ౤͚ͨ޲ʹରԠڥ؀
Ӧܦతʹల։͢ΔαεςφϏϦςΟۃੵ

当社グループのサステナビリティ経営は、事業の成長戦略と
並ぶ両輪であり、持続的発展と企業価値向上に欠かせない重要
な取り組みです。環境面では、2024年度から気候変動に関す
るCDPの要請に対応し、これと合わせてなるべく早い時期に
TCFDに基づく情報開示を進めたいと考えています。
GHG排出量（Scope1,2）の削減は、2013年度比で30％を達
成しました。事業拡大局面ということもあり、一昨年からは若
干の悪化となりましたが、GHG排出量売上高原単位では
42.2%と着実に削減しています。2025年度は、㈱エーアンド
エー茨城での大型投資として、GHG排出量を7割まで削減で
きる設備の更新による効果が見込まれています。
従来ならば、経済的メリットがなければ踏み切らなかった環
境投資案件も、GHG排出量削減など社会の持続可能性につな
がるものであれば「その投資はやるべきだ」という意識が経営層
に深く定着してきたと実感しています。この流れでサステナビ
リティ経営を進めていけば、「CSR2033」に掲げた目標の達成
に着実に近づいていけるのではと感じています。
産業廃棄物の削減では、産業廃棄物の再生利用率85.4％と、
2026年度の目標を前倒しで達成しました。当社はこれまでア
ピールしてきませんでしたが、機能面や材料で環境対応を訴求
できる製品やサービスが多くあります。例えば、塗料を使わず
セメントの素地の風合いを表現した「BEoNA」は耐久性もさる
ことながら、廃棄処分する際、壁紙などを用いる内装材と違い、
手間のかかる分離作業が必要ありません。当社グループ製品の
環境配慮の特性や機能を前面に打ち出したPRや営業の強化を
図りたいと考えています。

Խڧຊࢿһͷ੒௕ΛҾ͖ग़͢ਓతۀै

社会面での対応は、2024年10月に健康宣言を策定し、サス
テナビリティ推進委員会を経て「健康経営推進室」を設置しまし
た。ヘルスリテラシー研修やアプリを活用した健康増進ツール
の提供など多方面から、従業員とその家族の健康保持・増進施
策を進めています。
また、人事施策として4月から「原則転勤なし」「キャリアパ
スを支援」「様々な働き方の支援」を柱とした人事制度をスター
トしました。これらは若手・中堅従業員を中心としたプロジェ

ΤーΞϯυΤーϚςϦΞϧಠࣗͷࢹ఺Ͱ
&4(՝୊ղܾʹऔΓ૊Έ·͢ɻ
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クトから生まれたものです。彼らの声に耳を傾けると、人事異
動の明確な説明やキャリアについて、上司と率直に語り合える
機会が少ないと感じていることが伺えました。管理職、従業員
それぞれに向けた研修、さらに資格取得報奨金の改善など従業
員が当社で明確なキャリアパスを描く支援を充実させたいと考
えています。

ଟ֯త͔ͭެਖ਼ͳΨόφϯεͰۀاՁ஋্޲ʹ౒ΊΔ

コーポレートガバナンスは、内部統制部および法務部による
各支店・営業所の監査、視察を行う実地巡回を2年に1回のペー
スで行っています。その都度、ガバナンス関連の勉強会・研修
を実施して情報をアップデートしています。また、社内通報窓
口「ヘルプライン」についての説明も行っています。
品質管理に関しては、当社グループは厳格な基準を設けてお

り、社内検査だけでなく、外部の認定機関での試験や社内の代
替試験など厳格な検査も定期的に実施しています。性能や品質
が認められなかった場合、取締役会に報告し、迅速に是正を図
る体制を取っています。
取締役会では、取締役2名、監査役2名の社外役員を選任し

ており、経営について忌憚ないご指摘やご助言をいただき、そ
れぞれの分野からガバナンス強化や企業価値向上に力添えをい
ただいています。
今後も当社グループは、持続可能な社会の実現に貢献する経

営を深化させるとともに、「熱をコントロールする技術」をあら
ゆる分野に展開することで社会課題解決に貢献し、社会全体や
ステークホルダーの皆様に感謝される企業でありたいと考えて
います。当社グループの取り組みを積極的に発信することで、
ファンやリピーターになっていただける方々を増やしていき、
サステナブル経営をさらに進化させていきたいと思います。

αεςφϏϦςΟ

取締役専務執行役員　髙原 一登
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●責任者
正：建材事業本部管掌役員
副：工業製品事業本部管掌役員

●委員長：代表取締役社長

●責任者
総務部管掌役員

●責任者
内部統制・
リスクマネジメント本部管掌役員

●責任者
経営企画部管掌役員
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̚ɿڥ؀෦໳ 地域コミュニケーション専門部会

環境管理専門部会

ディスクロージャー専門部会

グループ会社部会

ガバナンス・コンプライアンス専門部会

人権専門部会

品質保証・新規開発専門部会

安全衛生専門部会
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長期経営構想「Vision2033」と共に車の両輪としてサステナビリティ課題への取り組みを推進する目的で、
従来のCSR中長期ビジョンをブラッシュアップした「CSR2033」を策定しました。
今後は「CSR2033」を新しい目標としてESGに関する情報を積極的に開示し、
すべてのステークホルダーとの対話を事業活動に活かし、企業価値の向上に取り組みます。

4%(T αεςφϏϦςΟํ਑ ςーϚ औΓ૊Έ಺༰ 中長期目標　（無印：国内当社グループ全社　※：単体）

❶ 気候変動への対応に
向けたGHG削減

2050年におけるGHG（温室効果ガス）のネットゼロ実現に向け、
設備の導入や製造方法の見直しなどによる省エネルギー対策を
推進し、太陽光発電など再生可能エネルギーを積極的に取り入
れます。また、カーボンニュートラルに関する革新技術を探求し、
脱炭素社会の実現を目指します。

● 2050年度までにGHG排出量をネットゼロ
● 革新技術の積極採用
● サプライチェーン全体として削減を推進する

● ㈱エーアンドエー茨城、㈱エーアンドエー大阪など生産工場を中心に、スコー
プ1,2を対象としたGHG削減を推進する

● 社有車のHV,EV化等グループを挙げて省エネルギーを推進する
● 太陽光など再生可能エネルギーの積極採用
● 省エネルギー投資2033年度までに30～40億円

● 2030年度の当社グループGHG排出量売上高原単位を2013年度比
46％削減し、2033年度には当社グループGHG排出量売上高原単位を
2013年度比50％削減する

❷ 循環型社会に向けた
産業廃棄物の削減

資源循環型社会に向け、2050年までに生産活動に起因する産業
廃棄物の埋立処分率ゼロを目指し、資源のリデュース・リユース・
リサイクルの3R活動を推進します。人や生態系が化学物質によ
り悪影響を受けることのない社会を目指し、有害化学物質の削
減および代替を推進し、リスクの最小化に取り組みます。

● 2050年度までに再生利用率100％とする ● 全生産工場のリサイクル化促進 ● 廃棄物の再生利用率96％以上

▶ 気候変動に対する
戦略

当社グループは、地球温暖化による気候変動が中長期的に大きな
影響を与えるリスクであることを認識しています。また、水セキュ
リティや生物多様性など多岐にわたる環境問題に対しても、将来
的に直面する課題と認識しています。これらの認識を基に環境戦
略型の事業を展開し、社会に貢献することを目標としています。

● 気候変動に対する環境管理の充実を図る
● ISO14001の維持管理 ● ISOの維持管理を充実させ、積極的な開示を実施する
● 水資源の適正利用 ● 水資源の適正利用を推進する
● 書類の電子データ化、クラウド化のさらなる推進 ● コピー用紙を2023年度（6,053千枚）比60％削減する

● 環境へ配慮した製品を開発し、社会貢献に寄与する ● 環境配慮型製品の開発の推進 ● 年1製品以上の環境配慮型製品の開発

❸ 快適な職場づくりと
ダイバーシティの
推進

国際労働機関（ILO）に準拠する労働環境を整備し、従業員への教
育や人材育成を積極的に実施します。また、女性の活躍をはじ
めとするダイバーシティを推進し、人権と多様性を尊重した組
織を目指します。

● 快適な職場づくり

● 人権と多様性を尊重した事業活動の推進 ●グループ人権方針に基づく事業活動の推進、人権DDの実施とフォロー活動

● 男性育児休業取得率向上策の推進
● 有給休暇取得推進等の施策の策定および基準達成に向けた意識改革を進める

● くるみん認定の維持・向上
● 2025年度までに男性の育児休業取得率50％以上
● 2025年度までに有給休暇取得率70％以上 

● 健康に関する理念や組織の明確化、健康診断や健康増進のための取り組み等、
施策の策定を行う ● 健康経営優良法人の認定の維持・向上 

● 安全パトロールの定期的な実施
● 外部機関による安全診断の実施
● 安全教育の定期的な実施

● 休業災害目標ゼロ件を継続

● テレワークによる生産性向上に向け、必要機器の配備とDX化を推進する

● 在宅勤務率70％以上 ※
(在宅勤務率とは在宅勤務可能者に占める在宅勤務取得者の比率)

● 在宅勤務取得者の在宅率20％以上 ※
(在宅率とは在宅勤務取得者の総労働日数に占める在宅勤務日数の比率)

● 事業継続計画（BCP）の整備 ● BCPに基づく社員安否確認システムの構築および適正運用 

● ダイバーシティの推進 ● 女性正社員の採用、育成の強化
● 地域職管理職の積極登用

● 正社員における女性比率30％以上 ※
● 管理職における女性比率10％以上 ※

❹ サプライチェーン
マネジメント

当社グループは、自社のみならず、サプライチェーン全体でCSR
の取り組みを行う必要性を認識しています。取引先へ積極的に働
きかけ、人権デュー・ディリジェンスによりリスクを把握し、マネ
ジメントを強化することでより大きな社会的責任を遂行します。

● 取引先への働きかけ
● CSR調達ガイドラインの整備、運用 ● グループサステナブル調達方針に基づく調達先へのESG調査の実施と

フォロー活動
● 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）・下請代金
支払遅延等防止法（下請法）に対する理解を深め、遵守意識を向上する ● 独占禁止法・下請法に関する法令違反ゼロ件

❺ 顧客に対する責任と
信頼関係の構築

製品・工事・サービスの品質を常に監視し、継続的に品質を向
上させます。また、お客様のニーズに応えた製品・工事・サー
ビスを提供し、信頼関係をより強固にします。

● 顧客に対する責任 ● 新たな製品・工事・サービスを市場へ投入するための市場調査および
開発投資の継続 ● 新たな製品・工事・サービスの市場への投入

❻ 地域社会との
コミュニケーション

地域社会とのコミュニケーションを図り、事業活動を通じて地
域の発展に努めます。 ● コミュニケーション活動

● 各事業場の社会貢献活動推進 ● 各事業場の社会貢献活動推進

● 地域環境保護のためのコミュニケーション活動推進 ● 地域環境保護のためのコミュニケーション活動推進

❼ ガバナンス強化

当社グループは、すべてのステークホルダーにとっての企業価
値を高め、持続的な発展を図るため、コーポレートガバナンス
の強化が最重要課題であると認識し、「コーポレートガバナンス
基本方針」を制定しています。この実践により、コーポレートガ
バナンスを推進します。

● 取締役会の実効性確保

● 取締役の多様性を確保するためのスキルの整理 ●取締役の多様性を確保するためのスキル・マトリックス開示継続(1回/年) ※
● 実効性評価 ●実効性評価のためのアンケートによる自己評価・分析の継続(1回/年) ※
● 指名報酬諮問委員会の開催 ● 指名報酬諮問委員会の開催継続(2回以上/年) ※
● 社外取締役の確保 ● 社外取締役1/3以上の確保 ※
● 女性役員の選任 ● 女性役員の確保 ※

● 投資家、株主との建設的対話 ● 投資家、株主との建設的な会話 ● 機関投資家向け、個人投資家向け説明会の実施継続(各1回/年) ※
● 多様な人材の登用 ● 多様な人材の登用 ● 積極的なキャリア採用の継続 ※

❽ 腐敗防止

当社グループは、「外国公務員等贈賄防止基本方針」を制定する
など、公務員および民間の取引先に対する腐敗行為（贈賄、過剰
な接待および贈答品の授受など）を禁止･防止する体制を構築し
ています。また、法令に抵触する行為に限らず、腐敗･不公正取
引を助長する行為については、「行動規範」をはじめとした各種
方針、規程に則ってこれを禁止しています。今後も公正かつ適
正な取引、事業運営を行い、腐敗防止に取り組みます。

● コンプライアンス基本方針の誠実な履行
● 腐敗防止を含むコンプライアンス基本方針の充実 ● 腐敗防止を含むコンプライアンス基本方針の整備と運用継続

● 腐敗防止を目的とした監査項目の追加 ● リスクベースアプローチに基づく内部監査の実施継続

● コンプライアンス意識の啓蒙と透明性の確保
● 各階層向けコンプライアンス研修の整理 ● 各階層向けコンプライアンス研修の実施と状況の開示継続

● ヘルプライン制度の実効性向上 ● ヘルプライン制度の利用実績開示継続
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当社グループは、経営理念に基づいた「環境憲章」を制定し、それを具現化するための環境目標を「CSR2033」に掲げ、気候変動
への対応に向けたGHGの削減、循環型社会に向けた産業廃棄物の削減、環境負荷低減および水資源保護といった環境管理活動に
取り組んでいます。

環境憲章

環境理念
エーアンドエーマテリアルグループは、熱および音のコントロール技術ならびに資源の有効活用および再生利用技術を柱に、
地球環境の保全に配慮した企業活動を行い、社会と経済の持続的発展に貢献します。

環境方針
1.  環境の持続的改善に寄与するよう配慮した、環境マネジメントシステムを構築し、維持する。
2.  生産・販売・施工・廃棄物処理等に際しては、環境保全に関する法律・条令・協定等を遵守する。
3.  省資源および省エネルギーの推進ならびに廃棄物の抑制・再生利用のシステムの確立により、環境負荷を低減する。
4.  環境保全に配慮するとともに、環境負荷低減のための革新的技術開発を行う。
5.  環境保全に関する啓蒙、教育を全従業員・関係者に対して積極的に行い、環境保全活動の促進、定着を図る。
6.  地域社会との交流、情報の公開等により、社会と共生した環境保全活動を積極的に推進する。

製品の開発設計段階から、材料調達、製造、輸送、販売、廃
棄までの各段階で化学物質関連法規制の遵守に取り組んでいま
す。また、関連法規制改定への対応のため、定期的に新たな化
学物質規制項目を見直しています。
お客様や施工業者様への製品の安全性に関する情報として、

SDS（安全データシート）を提供しています。SDSは法律で定め
られた危険有害物質（労働安全衛生法の通知物質、化学物質排

出把握管理促進法の指定物質、毒劇物取締法の毒劇物）に限らず、
すべての製品および廃棄物の一部について製品の安全性や取り
扱い時の注意事項などを記載しています。
従業員に対しては、作業工程毎の化学物質リスクアセスメン

トを通して曝露される程度を把握し、健康障害を防止するため
の措置を実施しています。

当社グループでは、各事業場において適宜防災訓練を実施し、初動対応ならびに緊急連絡体制など、緊急時における対応につい
て確認しています。生産工場では、危険物取扱い施設などでの事故発生（火災・爆発、漏洩）を想定した対応訓練を繰り返し行い、
防災に関する継続的なレベルアップに努めています。また、自然災害（地震、津波）における防災訓練を実施しています。

生産工場の製造段階で多量の水を使用しますが、㈱エーアンドエー茨城および㈱エーアンドエー大阪では工場内で水を循環利用
し、外部へ排出しないクローズドシステムで管理しています。オートクレーブおよびボイラのドレン水も含め、生活排水以外は工
場外へ排出していません。その他の工場でも適切に処理し、法令に準拠して排出しています。

生産に用いるボイラの定期点検を行い、排ガスの汚染を低減しています。また、ボイラおよびバーナーの燃焼調整等により排ガ
スの汚染減少を推進し、ボイラ、乾燥設備について排ガス測定を定期的に実施しています。

当社グループでは、建築廃材等の産業副産物を原料として再
資源化しています。その量は年間約19千tonで、当社グループ
が産業廃棄物として排出している総量を大きく上回っています。
また、製品の切断を原料として使用できるよう加工し、再資源
化を図って環境負荷低減に大きく貢献しています。
廃棄する場合もセメント原料等へのリサイクルを積極的に推

進し、2025年度はエーアンドエー大阪の廃棄物についてもリ
サイクル化を計画しております。

当社グループでは、内部統制・リスクマネジメント本部管掌
役員が委員長を務める「中央環境管理委員会」を組織化していま
す。委員会で検討し、決定した環境目標は全事業場に展開して
います。
環境目標に基づき、各事業場長は、事業場における方針・目
標を設定し、環境活動に取り組んでいます。この活動の実施状
況は中央環境管理委員会に定期的に報告され、進捗確認を行い、
次の取り組みについて検討する仕組みになっています。また、
重要な環境課題については、取締役会および経営業務執行組織
に情報が伝わるような体制となっています。

当社グループでは、㈱エーアンドエー茨城、㈱エーアンド
エー大阪および㈱アスクテクニカがISO14001を取得してお
り、環境マネジメントシステムを構築し、環境負荷の低減に取
り組んでいます。

㈱アスクテクニカのISO14000定期審査の様子

ユニボード㈱の消火訓練の様子
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Ϛωδϝϯτڥ؀
エーアンドエーマテリアルグループは、社会と経済の持続的発展に貢献し、Vision2033およびCSR2033を達成するために
環境負荷の低減に取り組んでいます。

ର͢ΔϦεΫϚωδϝϯτʹڥ؀

＊1  生産工場…滋賀工場、㈱エーアンドエー茨城、㈱エーアンドエー大阪、朝日珪酸工業㈱
＊2  ㈱アスクテクニカは独自の環境システムを構築しているため、環境管理データの報告を受
けるだけにとどめております。

ڥ؀ |Environment
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建築現場等からの産業副産物

産業副産物　年間約19千ton

産業副産物を
再資源化当社グループの工場 出荷

中央環境管理委員会

本社 技術開発研究所

生産物流本部 生産工場＊１

建材事業本部 支店、営業所、倉庫

工業製品事業本部 支店、営業所、倉庫

㈱エーアンドエークレスト 支店、営業所

㈱アスクテクニカ＊２

アクス・サンシンエンジニアリング㈱

ユニボード㈱

デコール㈱

第一工場

第二工場

支店、営業所、アクス沖縄㈱

事務局
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ੜ޻࢈৔ͷΤωϧΪー࢖༻ྔ
当社グループでは生産工場におけるエネルギー使用量が全エ
ネルギーの97％を占めます。そのため、各生産工場でのエネ
ルギー管理が重要となります。
2024年度の全生産工場のエネルギー使用量は前年度比で
3.3％増加しました。エネルギーのベースとなる電気（原油換
算）は前年度比1.8％、燃料（原油換算）で6.8％増加しました。
ユニボード㈱が当社グループに加わったことにより、エネル

্޲ੜར༻཰ͷ࠶෺غ෺ഉग़ਪҠͱഇغഇۀ࢈
2024年度の場外への産業廃棄物排出量は前年度比15.1％増加となりましたが、産業廃棄物再生利用率は前年度79.0％から

85.4％に増加しましたがCSR2033の目標に対して未達となりました。これは㈱エーアンドエー茨城、滋賀工場および㈱アスクテ
クニカで場外へ排出している産業廃棄物をリサイクル会社にて処理を行った影響です。
2024年度は㈱エーアンドエー大阪で場外へ排出している産業廃棄物をリサイクル化に着手を進めています。
今後も引き続き産業廃棄物の再生利用化に向けて調査を継続し、産業廃棄物再生利用率96%以上達成を目指します。

1353ର৅෺࣭
当社グループでは、生産工場を中心にPRTR対象物質の排出抑制に取り組んでいます。2024年度の対象物質排出量は前年度と

横ばいとなりました。
今後も原材料、副資材における対象物質使用量削減に努めます。

当社グループの製品は、設計・開発段階から生産、販売等を通
じて、最終的にその製品が廃棄されるまでの間に、様々な環境影
響を及ぼします。地球温暖化、大気汚染、水質汚濁や天然資源の
枯渇等、環境負荷を認識し、省エネルギー活動や生産工場周辺へ
の臭気・排水・騒音等を低減するための取り組みを行っています。

ԹࣨޮՌΨεͷݮ࡟
当社グループでは、地球温暖化に関与するGHG排出量の調査

を継続しています。当社グループの2024年度GHG排出量(スコー
プ1,2)は33,005ton-CO2eとなり、前年度より3.2％増加しまし
たが2013年度より30%削減しています。これは前年度に引き続

き主力工場である㈱エーアンドエー茨城および㈱エーアンドエー
大阪の省エネルギー設備増強の効果や、朝日珪酸工業㈱の燃料
転換が順調に稼働した結果によります。前年と比較すると品種構
成による影響で増加傾向にあるため、今後注視していきます。
また、2024年度の当社グループにおけるスコープ1,2,3の内訳
は下のグラフとなっています。
㈱エーアンドエー大阪の新管理棟の屋上に太陽光発電設備を

増設し、太陽光発電設備が稼働を開始したことで、さらなる削減
を見込んでおります。今後も省エネルギー設備および太陽光発
電設備の導入を推進し、新たに策定したCSR2033を指標として
温室効果ガスの削減に努めます。

ෛՙͷશମ૾ڥಈʹ൐͏؀׆ۀࣄ
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生産工場のエネルギー使用量の推移

当社グループのGHG排出量推移（スコープ1,2）

産業廃棄物排出量推移 産業廃棄物再生利用率

水資源の使用量の推移

当社グループのスコープ1,2,3内訳 （ton-CO2e）

ϚςϦΞϧόϥϯε
当社グループでは、事業活動における様々な環境への影響を把握、管理して、天然資源、
副産物の有効活用や環境負荷の低減等の努力を続けています。

■スコープ1：自社による温室効果ガスの直接排出
■スコープ2：他社から供給されたエネルギー使用に伴う間接排出
■スコープ3：スコープ1,2以外の間接排出
※ スコープ3は、環境省「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のため
の排出原単位データベース（Ver .3 .3）」、およびLCIデータベース　IDEAv2.3（サプライ
チェーン温室効果ガス排出量算定用）を参照しています。（注）端数処理の関係で合計が合わない場合があります。

()(૯ഉग़ྔ
GHG総排出量 33,005ton-CO2e
生産活動における
排出量  31,990ton-CO2e
その他   1,015ton-CO2e
ただし、再生エネルギー由来の電気を使用する
ことで1,326ton- CO2e削減された結果である

産業廃棄物
再生利用率 85.4%
産業廃棄物総排出量 3,797ton

主なPRTR対象廃棄物排出
トルエン  112.9ton
メチルイソブチルケトン  22.4ton
塩化メチレン  5.3ton＊
ブチルセロソルブ  2.0ton
キシレン  1.5ton
トリメチルベンゼン  1.6ton
メチレンビス（4,1-フェニレン）=
ジイソシアネート  0.6ton

エネルギー総使用量

エネルギー
総使用量 17,786kL（原油換算）
生産活動における使用  17,306kL
その他  480kL

電気  31,229千kWh
うち、再生エネルギー由来  3,130千kWh

燃料  10,765kL（原油換算）

用水

上水  5.4万m3

工業用水  5.1万m3

地下水  29.4万m3

合計 39.8万m3
＊塩化メチレン排出量5.3tonのうち3.8tonは事業場移動量

（注）端数処理の関係で合計が合わない場合があります。(注）ユニボード㈱下期分624kL含みます。

※調整後排出係数
※ユニボード㈱下期分528含む

ギー分が増加しています。今後は新たにグループに加わった企
業分の増加に対して管理していきます。

ਫݯࢿ
当社グループは生産活動において多量の水を使用しているこ

とから、水資源の有効活用に向けた取り組みが重要と考えてお
ります。㈱エーアンドエー茨城および㈱エーアンドエー大阪で
は、循環利用を行うことで水資源の削減に努めています。
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Ψόφϯε
環境に関する目標設定や戦略、見直しはサステナビリティ推進委員会およびその専門部会である環境部門で実施しています。本
委員会では、サステナビリティに関する目標や戦略を審議し、年間の事業計画を立案、運用しています。また原則として年に1回、
サステナビリティ推進委員長が全体の取り組み状況を評価し、必要に応じて見直しの指示を行っています。

ϦεΫ؅ཧ
環境に関するリスク管理は中長期CSRビジョン（CSR2033）に則り、サステナビリティ推進委員会環境部門で管理しています。

ઓུ
国際的な潮流であるTCFD提言に基づいた情報開示が求められていることから、当社グループはIEA（国際エネルギー機関）や
IPCC（気候変動に関する政府間パネル） のシナリオ（1.5℃シナリオおよび4.0℃シナリオ）を参照し、気候変動リスク・機会の分析
に取り組んでいます。

ͷల๬ޙࠓ΁ͷऔΓ૊Έͱݴ຿৘ใ։ࣔタεΫϑΥーεʢ5$'%ʣఏࡒ࿈ؔީؾ

気候変動に関する主なリスクと機会

リスク・機会の分類 リスク・機会の名称

事業 財務影響
の程度

発生可能性 該当
シナリオ

建設・建材
工業製品・
エンジニア
リング

短
期

中
期

長
期

移行リスク

政策・法規制 1 炭素税導入による操業コスト増 〇 〇 ― 中 大 高い 1.5℃

政策・法規制 2 再エネ利用拡大に伴う操業コスト増 〇 〇

政策・法規制 3 設備投資など既存生産設備の脱炭素対応に
伴う設備コスト増 〇 〇

政策・法規制 4 プラント建設、工事の売上減少 〇

政策・法規制 5 LNG関連の保冷工事の売上減少 〇

評判 6 気候変動への対応遅れによる投資家からの
評判低下 〇 〇 ― 小 小 非常に高い 1.5℃

技術 7 気候変動への対応遅れによる売上減少 〇 〇

市場 8 脱炭素社会への移行に伴う原材料価格の
高騰に伴う調達コストの増加 〇 〇

法的責任 9 気候変動に関連する訴訟リスクの増加 〇 〇 ― ― 小 低い 1.5℃

物理リスク

急性 10 台風・洪水などの自然災害によるサプライ
チェーンの寸断 〇 〇

慢性
11 高温による労働生産性の低下 〇 〇 小 小 小 高い 4.0℃

12 気候変動の悪化に伴う原材料価格の高騰に
伴う調達コストの増加

移行機会

政策・法規制 13 再エネ導入に伴う建設、設備メンテナンスの
売上増加 〇

政策・法規制 14 LNG関連の保冷工事の売上増加 〇

資源効率 15 省エネ技術の進展によるエネルギーコスト
削減 〇 〇 小 中 大 高い 1.5℃

製品・
サービス 16 カーボンニュートラルへの移行に伴う

低炭素製品の売上増加 〇 〇

物理機会 レジリエンス 17 プラントの早期復旧・防災工事の売上増加 〇

※ 資料作成時点（2025年8月）の分析であり、太字以外のリスクと機会（今後分析予定）を含め、
内容は変更となる可能性があります。

ඪ͓Αͼ໨ඪࢦ
Vision2033で描く成長戦略に基づき、積極的なM&Aによる事業規模の拡大を目指す当社グループは、実現可能な取り組み目

標として、GHG排出量売上高原単位を2030年度には2013年度比46％削減、ならびに2033年度には同50％削減することを目指
しています。
2024年度は2013年度比42％の削減となり、CSR2033の目標達成ペースを維持しています。

中長期GHG削減目標
����೥౓·Ͱʹ()(ഉग़ྔച্ݪߴ୯ҐΛ����೥౓ൺ��ˋݮ࡟

GHG排出量及び削減目標
2013年（基準年） 2022年度 2023年度 2024年度

GHG排出量
（tonｰCO2e）

47,172 32,217 31,989 33,005

GHG排出量
（2013年度比）

ー 31.7%削減 32.2%削減 30.0％削減

GHG排出量売上高原単位
（tonｰCO2e/百万円）

1,315 0.822 0.775 0.760

GHG排出量売上高原単位
（2013年度比）

ー 37.5％削減 41.1％削減 42.2%削減

※ GHG排出量はスコープ1とスコープ2の合計値を記載
スコープ1：事業者自らによるGHG直接排出量
スコープ2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴うGHG間接排出量

※電気の使用に伴うGHG排出量は調整後排出係数を用いて算定

৘ใ։ࣔͱಁ໌ੑ
TCFD提言の主旨に則り、統合報告書や当社ホームページ等で、気候変動に関する情報を開示します。また、投資家や取引先、

従業員といったステークホルダーの信頼獲得に向け、TCFD提言に準拠した環境情報開示システムであるCDP質問書の「気候変動」
のカテゴリーについて回答しています。

ͷ՝୊ͱల๬ޙࠓ
当社グループは、今後もTCFD提言に沿った対応を進化させていく方針です。科学的根拠に基づいた目標の設定や、スコープ3（バ

リューチェーン全体の温室効果ガス排出量）への対応強化、多様なステークホルダーとの対話や協働を通じ、気候変動対策の社会
的インパクトを高めていきます。また、気候変動による新たな事業機会の創出も模索し、グループの持続的成長と地球環境の保全
を両立させていきます。

財務影響の程度
大：10億円超
中：1～10億円
小：01億円未満
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朝日珪酸工業㈱では、電力を再生可能エネルギー由来に契約
変更を継続することで、温室効果ガスの削減量は393tonとな
りました。
㈱エーアンドエー茨城の太陽光発電設備の発電量は、823千
kWhとなり355tonの温室効果ガス削減となりました。

㈱エーアンドエー大阪では、新管理棟の屋上に太陽光発電設
備を増設したことで、太陽光発電設備の発電量は929千kWh
となり389tonの温室効果ガス削減となりました。
今後も、再生エネルギー・省エネルギーの取り組みを進め、

温室効果ガスの削減を目指します。

地域よりご連絡いただいた環境情報については、出来る限り速やかに現地に出向いて状況を確認するとともに原因を調査し状況
をご説明のうえ、当社に起因する場合には改善策を実施しています。2024年度にご連絡いただいた環境苦情は、水質汚濁1件で
当社起因として対応いたしました。

2024年度の環境苦情
事業場 種類 回答

㈱アスクテクニカ 水質汚濁
白濁水が公共用水域に排出されているとの連絡があり、調査の結果排水主成分の凝集・
沈降が十分でなかったことが原因であると判明しました。対応として排水処理槽の容量
確保や排水管理手順書の更新等を行い、河川の清掃を実施しました。

中期目標と2024年度活動結果

テーマ 中期目標 2024年度の活動結果

気候変動への対応に
向けたGHG削減

● 2030年度の当社グループGHG排出量売上高原単位を
2013年度比46％削減し、2033年度には当社グループ
GHG排出量売上高原単位を2013年度比50％削減する

● GHG排出量は2013年度比30.0％減（前年
度同32.2％減）

● GHG排出量売上高原単位では42.2％減
（前年度同41.1％減）
● 社有車のHV等比率48％

循環型社会に向けた
産業廃棄物の削減 ● 廃棄物の再生利用率96％以上 ● 廃棄物の再生利用率85.4％

気候変動に対する
戦略

● ISOの維持管理を充実させ、積極的な開示を実施 ● ISO14001の維持

● 水資源の適正利用を推進 ● ㈱エーアンドエー茨城、㈱エーアンドエー大
阪の水資源再利用の維持

● コピー用紙を2023年度（6,053千枚）比60％削減する ● 5,995千枚➡2023年度比１％減　

● 年間1製品以上の環境配慮型製品の開発
● 11月  コンクリート調インテリアボード

「BEoNA」発売
● 12月  内装用調湿材「カラリッチⅡ」発売

ԹࣨޮՌΨεഉग़ݮ࡟ͷऔΓ૊ΈޮՌ

৘ۤڥ؀

ਗ਼૟׆ಈ

อશͷओͳऔΓ૊Έڥ؀
当社グループは環境を保全し、環境への影響を低減するため、太陽光発電等による効果はもちろん
コピー用紙の削減など身近な業務等も積極的に取り組んでいます。

ಈ݁Ռ׆෦໳ͷ໨ඪͱڥ؀
CSR2033に基づいた中期目標に対する活動結果は以下です。

2024年度月別太陽光発電量
㈱エーアンドエー茨城

㈱エーアンドエー大阪

各事業場にて定期的に事業場周辺の清掃を行い、地域住民が利用する道路等の環境整備をお手伝いしております。

ユニボード㈱　グリーン作戦

㈱エーアンドエー大阪　新管理棟太陽光発電設備設置前（写真左）、設置後（写真中央・右）

㈱エーアンドエー大阪　清掃活動
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εςーΫϗϧμーͱͷίϛϡχέーγϣϯ
エーアンドエーマテリアルグループは、お客様、地域の皆様、お取引先様、株主・投資家の皆様とのコミュニケーションを大切にしています。
皆様からいただいた貴重なご意見・ご要望は社内で共有し、検証したうえで今後の事業活動に活かしていきます。

エーアンドエーマテリアルグループは、人材育成の強化やダイバーシティの推進などに取り組み、職場を新しい価値創造の基盤
とするべく、従業員がいきいきと活躍できる環境の整備を進めています。

৽ਓ੍ࣄ౓ͷಋೖʙ͋Γ͍ͨಇ͖ํ࣮ݱϓϩδΣΫτʙ
2024年1月、当社グループの様々な部署から従業員19名が集まり、従業員自身が「どのよう
な働き方をしたいか」「どのような職場で働きたいか」を洗い出し、人事制度へ具体化する「ありた
い働き方実現プロジェクト」を発足しました。これまでは会社が作成した制度に沿って働いてい
た従業員が、自分たちで制度を作っていくというコンセプトでディスカッションを重ね、キャッ
チコピーと3本柱を策定しました。

Ωϟονίϐー

͋Γ͍ͨಇ͖ํͰࣗ෼΋Ո଒΋ࣾձ΋͍͍Ͷ
ー�ΤーΞϯυΤーϚςϦΞϧάϧーϓ�ー

従業員自身のありたい働き方を実現することにより、その良い影響は従業員の
家族、会社にも広がり、さらに働きやすい会社となる人事制度を目指します。

ʹһͱͱ΋ۀै

৽ਓ੍ࣄ౓ͷ�ຊப

原則転勤なし キャリアパスを支援 様々な働き方の支援

ίーεͷબ୒ۈͳ͠ɾసۈଇసݪ
管理職以外は、原則転居を伴う転勤はなしとなります。管理職は「転勤あり・なしコース」を選択できます。

సࢧۈԉࡦࢪ
転居を伴う転勤をした従業員に対して、下記の通り手厚い支援を行います。

❶赴任手当の増額   対象者1人あたりの支給額を大幅に増額
❷管理職以外への転勤支援   管理職以外の従業員が本人の同意の上で転勤する場合、賞与にて一定金額を2回上乗せして支給
❸単身赴任者への支援   ●単身赴任手当を大幅に増額

●親族が居住する場所へ帰宅する際の手当を大幅に増額
●単身赴任時の転居先の賃貸借契約締結または更新に伴い、従業員が負担した一時金を会社が負担
● 単身赴任の期間は上限4年間
※本人の同意を得た場合は延長する可能性があります。

ͳ͠ۈଇసݪ

原則転勤なし
※本人の同意が得られた場合は転勤がありますが、転勤した際の補助を手厚くします。

管理職以外

管理職

転勤ありコース
※当社が定めたライフイベントにより転勤できないと申告した場合は、転勤がない期間があります。

転勤なしコース
※転勤はありませんが、転勤ありコースとの処遇の差は生じます。

ηϧϑɾΩϟϦΞデβΠϯ੍౓ͷಋೖ
従業員のキャリアパス支援を実施するにあたり、「職場のキャ

リア」を会社側から提供するだけでなく、「自身のしたいこと
（WILL）」「自身のできること（CAN）」「自身の求められているこ
と（MUST）」を明確にし、将来的な「ありたい姿」になるための
目標を考える機会を設けることで、自身がどのようにすれば「あ
りたい姿」に到達できるかを自ら考えられるよう、「セルフ・キャ
リアデザイン制度」を導入しました。

施策内容
❶ ｢キャリアデザインシート」を作成し、これまでの自身の
キャリアを振り返ります。
自身を知ることから始め、「これからのキャリア」をどのように歩んでいくかをデザインします 。
❷ ｢キャリアデザインシート」をもとに、上司と「キャリア面談」を行います。
この「キャリア面談」を通じて、自身のキャリアプランを上司に理解してもらい、相互の信頼関係を築いていきます。面談する側（管
理者、上司）については、研修を実施します。

❸ キャリアデザインを支援するため、教育や啓発を行います。
ライフステージに合わせて、年齢別のキャリアデザイン研修を実施します。

νϟϨϯδΞαΠϯ੍౓ͷಋೖ
役割等級に対応する職位に任用することが原則ではありますが、直近の評価が上位の役割等級の職位に任用する条件を満たしている

従業員は、モチベーションの向上と組織全体の活力を促進するため、抜擢人事が可能となる「チャレンジアサイン制度」を導入しました。

ΩϟϦΞύεΛࢧԉ

ϑϨοΫεタΠϜ੍౓ͷಋೖ
ワークライフバランスの充実および多様な働き方の推進のため、フレックスタイム制度を導入しました。コアタイムは「午前10

時から午後３時」（うち１時間は休憩）、フレキシブルタイムは「午前８時から午前10時、午後３時から午後７時」とし、１分単位で
勤務時間を集計することで、今まで以上に柔軟な働き方が可能となりました。

ϥΠϑΠϕϯτʹΑΔసݶ੍ۈ
「転勤ありコース」の管理職であっても、以下の①～④に該当するライフイベント期間については、転勤を命じないこととしまし
た（当社独自の制度）。

❶婚姻後2年間　❷配偶者が妊娠している期間　❸子が小学校入学前までの期間　❹住宅の購入後2年間

ҭۀٳࣇͷऔಘࢧԉ
男性従業員も育児休業を取得しやすくなるよう、育児休業期間中の収入補填を目的とした一時金を本人の

申請に基づき、復職後最初の賞与に加算して支給することとしました。

೥ؒٳ೔ͷ֦ॆ
年間総労働時間は変更せずに、1日の勤務時間を変更することにより、年間休日が127日となりました。年間休日を拡充するこ

とで、ゴールデンウイークや夏季休暇で長期連休が取得しやすくなり、ワークライフバランスの充実を図りました。

༷ʑͳಇ͖ํͷࢧԉ
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打ち合わせの様子

現在の能力
●すべきこと
●これから担いたい役割

過去の経験
●できること
●得意なこと
●発揮活用したい能力

未来への展望
●大切にしたいこと
●動機
●価値観.645

$"/ 8*--

セルフ・キャリアデザインの形成

経験による成長 今後の目標設定

所属異動や業務変更による能力の変化



社会 データガバナンスࣾձ環境事業概要

Ӧ΁ͷऔΓ૊Έܦ߁݈ ʙʮਓʯΛத৺ʹਾ͑ͨ࣋ଓՄೳͳͮ͘ۀاΓΛ໨ͯ͠ࢦʙ

当社グループは、不燃、耐火、保温・保冷、断熱などの特長を持つ製品の製造・販売および工事を手がける企業として、時代の
ニーズに合わせた持続可能な経営を目指しています。その実現には、従業員一人ひとりの健康が何よりも重要な資産であると考え、
健康経営の推進をグループ全体の経営方針の柱の一つとして位置づけています。

Ӧͱ͸ܦ߁݈
健康経営とは、従業員の健康保持・増進への投資を企業の成長戦略の一環と捉え、組織全体で推進していく取り組みを指します。
従業員の健康が高い生産性や創造性、企業の持続的発展を支える基盤になるという認識のもと、近年多くの企業で導入が進んでいます。
エーアンドエーマテリアルグループでも、健康経営を経営戦略に組み込み、従業員の心身の健康・安全を守るための施策を積極
的に推進していくため、2024年10月、健康経営推進室を設置し、本格的に取り組みをスタートさせました。

Ӧਪਐͷཧ೦ܦ߁݈
エーアンドエーマテリアルグループでは、「人こそが企業の最も重要な財産である」という考えのもと、従業員一人ひとりが心身
ともに健康で活力ある毎日を送ることがグループ全体の成長と発展につながると考えています。健康でいきいきと働くことができ
る環境を整えることで、従業員が最大限にその能力を発揮し、企業としての競争力を高めることを目指しています。

健康経営の基本方針

●従業員の健康を経営課題として明確に位置づけ、健康施策を経営戦略に組み込む
●全従業員が安心して働ける職場環境づくりの推進
●疾病予防・早期発見のための健康診断やヘルスケアサポートの充実
●メンタルヘルス対策の強化と相談体制の充実
●ワークライフバランスの推進による働き方改革の推進
●健康増進活動の活性化と自発的な健康づくりの支援

❶定期健康診断・フォローアップ体制の強化
全従業員を対象に、年1回の定期健康診断の際、希望者に

は法定項目以外の項目（胃がん検査や乳がん検査など）につ
いても検査を実施しています。また、推奨項目を含め、結
果に基づき健康リスクの高い従業員への再検査費用の補助、
産業医や保健師による個別相談など、きめ細やかなフォロー
アップ体制を構築しています。これにより、生活習慣病や
その他の疾病の早期発見・早期治療に取り組んでいます。

❸ワークライフバランスの推進
働き方改革として、フレックスタイム制度やテレワーク

（在宅勤務）の導入、有給休暇取得促進など、柔軟な働き方
を推進しています。これにより、従業員一人ひとりが自身
の生活状況やライフステージに合わせた働き方を選択でき、
仕事と家庭、自己実現の両立が図れる環境づくりを目指し
ています。

❺感染症対策および安全衛生管理
新型コロナウイルス感染症やインフルエンザなどへの対

応として、ワクチン接種費用の補助、在宅勤務の推奨、マ
スク・消毒液の配布、職場の換気・清掃の徹底など、感染
症対策を強化しています。また、安全衛生委員会の設置に
より、労働災害防止や安全教育にも継続的に取り組んでい
ます。

❹生活習慣病予防・健康増進プログラム
生活習慣病の予防を目的に、健康セミナーや栄養指導、
禁煙支援プログラム、ウオーキング・運動イベントの開催な
どを行っています。社内食堂が設置されている生産工場では、
バランスの取れたメニューの提供や、健康情報の掲示を通
じて、従業員自らが健康を意識し行動できるよう支援して
います。また、色々な商品と交換可能な健康ポイント制度を
導入し、自発的な健康活動への参加を促しています。

❻ダイバーシティとインクルージョンの推進
多様な人材が活躍できる職場づくりを目指し、性別・年

齢・国籍・障がいの有無に関わらず、誰もが公平に働ける
制度の整備や意識改革に取り組んでいます。ハラスメント
防止教育、女性活躍推進、子育て・介護との両立支援制度
などを通じて、従業員の多様性を尊重する風土の醸成に努
めています。

❷メンタルヘルスケア対策
現代社会において、メンタルヘルスの重要性は増す一方

です。エーアンドエーマテリアルグループでは、事業規模
に関わらず、ストレスチェックを年1回実施し、外部カウ
ンセラーとの連携による相談窓口の設置、社内でのメンタ
ルヘルス研修の実施など、心の健康をサポートする仕組み
を強化しています。

۩ମతͳऔΓ૊Έ಺༰
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※43～44ページのイラストは生成AIにより作成



社会 データガバナンスࣾձ環境事業概要

ඪࢦӦͷਪਐମ੍ͱධՁܦ߁݈
各社、各事業場で開催される安全衛生委員会にて、健康経営
推進担当を中心に、産業医、保健師、健康経営推進室などが連
携し、健康診断受診率、ストレスチェック受検率、有給休暇取
得率、時間外労働削減率などのKPI（重要評価指標）を定期的に
モニタリングし、PDCAサイクルに基づく改善活動を行います。
最終的に、サステナビリティ推進委員会にて、グループ全体
のKPIを検証し改善に向けた取り組みを進めています。

健康経営の推進体制

֎෦ೝূɾड৆ྺͱࣾձ΁ͷίϛοτϝϯτ
㈱エーアンドエーマテリアル、㈱エーアンドエー茨城、㈱エー

アンドエー大阪、㈱エーアンドエークレスト（申請時社名：エー
アンドエー工事㈱）の4社は、2025年3月、日本健康会議が認
定する「健康経営優良法人2025（大規模法人部門）」の認証を取
得しました。
今後は、外部評価を積極的に受け入れることで信頼性を高め

るとともに、サプライチェーンへの展開や地域社会の健康増進
イベントへの参画など、社会的責任を果たす活動も展開してい
きます。

ͷ՝୊ͱల๬ޙࠓ
社会環境や従業員ニーズの変化に応じて、健康経営の施策は進化し続ける必要があります。エーアンドエーマテリアルグループ
では、AIやデジタルヘルスの活用による個別最適化された健康支援や、データ分析に基づく予防医療の推進、新しい働き方への対
応など、先進的な取り組みも検討しています。従業員の声を反映した施策を展開し、「働くすべての人が健康で幸せに活躍できる
企業」を目指して、今後も健康経営を深化させていく方針です。
当社グループの健康経営への取り組みは、従業員の健康と企業の持続的な成長を両立させるための重要な戦略的投資です。様々
な施策を通じて、従業員が心身ともに健康に働ける環境を整備し、ダイバーシティとインクルージョンを推進することで、企業価
値の最大化と社会的責任の遂行を目指し続けています。今後も時代の変化に柔軟に対応し、「人」を大切にする企業風土を強化して
いきます。

エーアンドエーマテリアルグループは、企業活動によって生じる人権侵害の防止・軽減等を目的とした「人権方針」と倫理的かつ
持続可能な調達を目指した「サステナブル調達方針」とともに、「パートナーシップ構築宣言」においてサプライチェーン全体の共存
共栄を掲げ、環境や人権等の社会課題の解決に向けたサステナブルな事業活動を目指しています。
こうした取り組みの一つとして、グループで初めて「サプライヤー調査」を実施し、サプライチェーン上のリスクを含めた現状の

把握に努めました。

調査にあたり、サプライヤーとの窓口となる社内の担当者向けに説明会を開催したこともあり、調査を依頼した全てのサプライ
ヤーから回答を得られました。
一方で、小規模のサプライヤーの多くは、CSR調査を受けたことが無かったことから、設問に対して自社が該当するかどうか、

各設問への回答レベルの判断などにバラつきが見られました。こうした点を踏まえ、サプライヤーへの十分な説明や国内外の関連
する法規制、社会規範などの情報を共有する場を設けることが重要であると考え、今後は次のようなスケジュールでサプライヤー
への働きかけを行い、調査範囲についても拡大していく方向で計画しています。

❶調査対象   前年度の購買取引額の多いサプライヤーの中
から、各本部・グループ会社が1社ずつ選定し
た計11社にて実施（原則、上場企業やその子
会社等を除く。）

❷調査方法    グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャ
パンのCSR調達セルフ・アセスメント質問表を
利用

❸調査時期    2024年11月

❹調査項目   コーポレートガバナンス、人権、労働、環境、
公正な企業活動、品質・安全性、情報セキュ
リティ、サプライチェーン、地域社会との共生

͓औҾઌ༷ͱͱ΋ʹɾαϓϥΠνΣーϯϚωδϝϯτͷऔΓ૊Έ

❺調査結果の要約

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

現状把握
（サプライヤー調査）

取り組み
（調査結果のフォロー）

改善策の策定

モニタリング
（サプライヤー調査）
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健康づくり責任者
（代表取締役社長）

安全衛生委員会
（各社、各事業場）

健康経営推進担当
（各社、各事業場）

管理本部
健康経営推進室

AAM労働組合

エーアンドエーマテリアル
健康保険組合

保健師

産業医

管理本部

サステナビリティ
推進委員会

中央安全
衛生委員会

CSR にかかわる
コーポレートガバナンス

人権
8080

6060

4040

58.9％58.9％

શମ
����ˋ
શମ
����ˋ

66.8％66.8％

76.2％76.2％

60.8％60.8％

65.5％65.5％
69.3％69.3％

74.9％74.9％

53.9％53.9％

52.7％52.7％

2020
労働

環境

公正な
企業活動

品質・安全性

情報
セキュリティ

サプライ
チェーン

地域社会との
共生

第2回調査実施
新規調査対象＋
第1回調査対象

第1回調査実施

第2回調査実施 第3回調査実施

第3回調査実施
新規調査対象＋
第2回調査対象

ヒアリング等
実施

ヒアリング等
実施

ヒアリング等
実施

改善策の
策定・実施

改善策の
策定・実施

改善策の
策定・実施
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エーアンドエーマテリアルグループは、地域社会との共存・共栄を図るため、本社および全国の事業所が展開する地域社会活動
への参加を通じてコミュニケーションを深めています。

᷂ΞεΫςΫχΧɹ஍Ҭʹࠜͨ͟͠׆ۀاಈ
厚生労働省は、若者の採用や育成に積極的で、雇用管理の状況などが優良な中小企業を、若年者雇用促進法に基づき「ユースエー
ル認定企業」として大臣認定しています。
この度、㈱アスクテクニカはユースエール認定企業の継続5年を達成し、山梨労働局において、山梨労働局長らが出席のうえ証
明書交付式が行われ、同社・海宝社長が証明書の交付を受けました。
また、日本赤十字社山梨県支部と山梨県の共催により7月に開催
された「献血感謝のつどいin山梨」 において、県内で献血に貢献し
ている団体として、同社が厚生労働大臣より感謝状を授与されま
した。
今後も、㈱アスクテクニカは地域に根ざし、共に歩むパートナー
として企業活動を展開してまいります。

᷂ΤーΞϯυΤーେࡕʹΑΔڥ؀९कঢ়گͷ஍Ҭॅຽ࿈བྷձ
各生産工場では、環境に関わる法規制等に準拠するよう遵守状況を確認しています。毎年、環境法規制遵守状況一覧表を見直す
ことにより、法令等の改正による見落としがないよう確認しています。また、集じん機等の装置の点検を確実に実施することはも
ちろん、必要に応じて騒音、排水、ばい煙、臭気等の測定を行っています。
㈱エーアンドエー大阪では、毎年、近隣の方たちを集めて説明会や立ち会いによる臭気測定を実施し、地域の方々へ理解してい
ただくよう取り組んでいます。

஍Ҭࣾձͱͱ΋ʹ

඼࣭؅ཧ
当社グループは、お客様に満足いただける安全で高品質な製品、工事およびサービスを、持続的に提供いたします。

͓٬༷ͱͱ΋ʹ
エーアンドエーマテリアルグループは、お取引先様、株主・投資家の皆様を主要なステークホルダーととらえ、信頼関係を築く

ことが最重要課題と考えております。各ステークホルダーとの対話や評価を通じた貴重なご意見を事業活動に反映し、信頼に応え
るための活動を進めてまいります。

੔උڥՈͷօ༷΁ͷ؀ࢿओɾ౤ג
株主総会が株主との建設的な対話の場であることを認識し、

様々な株主の視点に立って、より議決権を行使しやすい環境の
整備を図るため、2019年3月期の株主総会から従来の書面に
よる議決権行使に加えて、インターネットを利用した議決権行
使を導入しました。
また、海外投資家にとっても議決権を行使しやすい環境を整
備するため、2019年3月期より招集通知の英訳を行っています。
2024年度は、個人投資家向け会社説明会および機関投資家

向け決算説明会を実施しました。

ʹՈͷօ༷ͱͱ΋ࢿओɾ౤ג

株主還元

個人投資家向け会社説明会

ຊํ਑جͷݩओؐג
当社は、健全な企業活動による利益の確保と拡大を目指し、

安定した収益に基づきその一部を配当として株主の皆様に還元
することを基本方針とし、業績に応じた継続的かつ安定的な配
当を実施することとしております。
本方針に基づき、当期の剰余金の配当につきましては、当期

の業績及び今後の事業展開等を勘案し、中間配当として1株当
たり30円、期末配当については1株当たり30円としております。
内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備え
と研究開発費用として投入していくこととしております。
なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当
は株主総会であります。

● エーアンドエーマテリアルグループ人権方針
詳細は、https://www.aa-material.co.jp/sustainability/human-rights.html　をご覧ください。

● エーアンドエーマテリアルグループサステナブル調達方針
詳細は、https://www.aa-material.co.jp/sustainability/procurement.html　をご覧ください。

品質方針

1.  法令、協定および契約を遵守します。
2.   当社のもつ防耐火・断熱・防音技術の品質向上を図り、顧客満足の向上に努め、安全・安心・快適さを継続的に
お届け致します。

3.  市場のニーズを的確に把握し、品質技術の修得・人材育成に努めます。
4.  品質の継続的な向上に努め、当社グループの発展を図ります。

品質安全方針

1.   品質マネジメントシステムを適切に継続させるため、定期的にレビューし、継続的な改善を行います。
2.   製品には、法令により規制された使用禁止物質が含まれていないことを確認すると共に、製品に含有する化学物質を必
要に応じて通知・表示致します。

3.   製品の不適切な用途への使用や、取り扱いによる不具合を避けるため、技術資料、カタログ、ホームページ等により、
注意事項および取り扱い方法を明示致します。

4.   製品、工事およびサービスに不具合が発生した場合は、すみやかに原因の究明を行い、必要に応じて回収、改善工事等
を実施するとともに、遅滞なく再発防止に努めます。

5.   エーアンドエーマテリアルグループ全員が、顧客満足向上のため、よりよい品質・コスト削減・納期厳守への限りない挑
戦を続けます。
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中長期目標と2024年度活動結果 

テーマ 中長期目標
　（無印：国内当社グループ全社　※：単体） 2024年度の活動結果

快適な
職場づくり

● グループ人権方針に基づく事業活動の推進、
人権DDの実施とフォロー活動

● 4月 グループ人権方針、サステナブル調達方針制定
● 8月 ビジネスと人権研修実施
● 11月 サプライヤーへのESG調査（人権DD含む）実施

●  くるみん認定の維持・向上 ● 3月  当社および㈱アスクテクニカが「くるみん認
定」を取得

●  2025年度までに男性の育児休業取得率50％以上 ● 男性の育児休業取得率　当社40.0％（前年度66.6％）
グループ37.5％（前年度30.0％）

●  2025年度までに有給休暇取得率70％以上 ● 有給休暇取得率　当社60.8％（前年度58.3％）
グループ63.3％（前年度69.2％）

●  健康経営優良法人の認定の維持・向上 ※ 

● ３月 当社、㈱エーアンドエー茨城、㈱エーアンドエー
大阪、㈱エーアンドエークレスト（申請時社名：
エーアンドエー工事㈱）を一つのグループとし
て認定を取得

●  休業災害目標ゼロ件を継続
● 休業4日以上の災害5件、休業3日以下の災害3件
●生産工場における安全パトロールの実施
●安全ＶＲ体感教育の６拠点（総勢128名）実施

●  在宅勤務率70％以上 ※
(在宅勤務率とは在宅勤務可能者に占める在宅勤務
取得者の比率)

●  在宅勤務取得者の在宅率20％以上 ※
(在宅率とは在宅勤務取得者の総労働日数に占める
在宅勤務日数の比率)

● 在宅勤務率　当社46.3％（前年度26.6％）
➡ 在宅勤務取得者122名（前年度81名）
● 在宅率　当社5.4％（前年度6.0％）
➡ 一人当たり年間在宅日数前年度13.1日
（前年度14.5日）

●  BCPに基づく社員安否確認システムの構築および
適正運用 ● 安否確認システムが稼働し、定期的に訓練を実施

ダイバーシティの
推進

●  正社員における女性比率30％以上 ※
●  管理職における女性比率10％以上 ※

●正社員における女性比率　当社24.3％（前年度18.5％）、
参考：アスク・サンシンエンジニアリング㈱20.9％（前年度
19.4％）
●管理職における女性比率　当社5.2％（前年度4.1％）、
参考：アスク・サンシンエンジニアリング㈱3.7％（前年
度3.7％）

取引先への
働きかけ

●  グループサステナブル調達方針に基づく調達先へ
のESG調査の実施とフォロー活動

●11月  サプライヤーへのESG調査（人権DD含む）の
実施

●  独占禁止法・下請法に関する法令違反0件 ● 独占禁止法・下請法に関する法令違反ゼロ件

顧客に対する
責任

●  新たな製品・工事・サービスの市場への投入 ● 11月  コンクリート調インテリアボード「BEoNA」発売
● 12月  内装用調湿材「カラリッチⅡ」発売

コミュニケーション
活動

●  各事業場の社会貢献活動推進 ● 本社および生産拠点のある市区町村への寄付を実施

●  地域環境保護のためのコミュニケーション活動推進 ● 各拠点周辺環境美化活動を実施

ࣾձ෦໳ͷ໨ඪͱ׆ಈ݁Ռ
CSR2033に基づいた中長期目標に対する活動結果は以下のとおりです。

胸骨圧迫体験
本社がある品川シーズンテラスにて第1回総合防災訓練の一

つとして、一次救命処置の心肺蘇生法を体験して学ぶ胸骨圧迫
体験が行われ、26名が体験しました。

石綿による健康障害について
当社元従業員で、石綿含有製品の製造または取扱いに携わっ

た方には、石綿健康管理手帳の交付申請や石綿健康診断を行っ
ています。また、元従業員で健康障害により労災認定をされて
いる方、労災申請をされている方がおり、申請には全面的に協
力しています。

҆શӴੜͷऔΓ૊Έ
ドライバーへの安全運転啓蒙活動
営業用社有車の運転者のうち、交通事故を起こした者および
新規採用者については、ドライビングスクールの受講を実施し
ています。2025年度からはeラーニングの導入、一般道路での
安全運転5則、高速道路での安全運転5則のカードおよびポス
ターを作成のうえ配付し、安全運転の啓蒙に努めています。

本社（品川シーズンテラス）にて実施された第1回総合防災訓練「胸骨圧迫体験」の様子

安全運転5則カード

当社グループ労働災害発生状況

● エーアンドエーマテリアルグループ安全衛生基本方針
詳細は、https://www.aa-material.co.jp/sustainability/esg/social/safe/　をご覧ください。

҆શӴੜ
安全と健康がすべてに優先されることを企業経営の基本ととらえ、関係会社を含めた全事業場と全従業員に対して
組織的な安全衛生活動を積極的に展開し、労働災害の撲滅に向け推進しています。

҆શӴੜͷମ੍
当社グループは安全衛生基本方針を推進するため、中央安全
衛生委員会を中心に関係会社を含む全従業員を対象とした体制
を構築しています。委員会は年2回開催し、当社グループの安
全衛生に関する重要事項の策定、労働災害の防止および快適な
職場づくりを推進しています。また、無災害表彰制度に基づき、
安全衛生活動の向上を図っています。2024年度は無災害に向
けて取り組まれた12の事業場および事業部を表彰し報償金を
贈呈しました。

エーアンドエーマテリアルグループ安全衛生体制

����೥౓࿑ಇ֐ࡂঢ়گ
2024年度は生産現場の災害15件、工事現場の災害15件、
交通災害は13件で、2021年度までは労働災害は減少傾向でし
たが、2022年度から増加傾向へ転じています。災害発生件数
が多かった事業場については外部機関の安全診断等を利用し、
より安全な職場になるように推進しています。
2025年度は災害発生件数を低減するため、生産事業場全7
事業場の安全衛生委員会に環境安全部が出席して注意喚起を行
い、外部機関の安全診断を生産事業場全7事業場で実施し、一
人ひとりの危険に対する感度をあげていきます。VR機器を用
いた危険体験も2024年度から継続実施中であります。
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Ψόφϯε |Governance

当社グループは、株主にとっての企業価値を高め持続的な発展を図るため、コーポレートガバナンスの強化が最重要課題である
と認識しており、以下のように基本方針を掲げています。

当社では、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値を
高めることを目的として、取締役会の実効性につき、自己評価・
分析を毎年度に一度実施しております。
自己評価・分析につきましては、外部機関の助言を得ながら

以下の方法で行いました。
2025年2月に取締役会の構成員であるすべての取締役・監

査役を対象にアンケートを実施しました。回答方法は外部機関
に直接回答することで匿名性を確保いたしました。
そのうえで、外部機関からの集計結果の報告を踏まえ、

2025年4月の取締役会において、分析・議論し、実効性評価
を行いました。その結果の概要は以下のとおりです。
アンケートの回答からは、取締役会はESGへの対応やSDGs

への取り組み等サステナビリティの基本的な方針及びその向上
のための取り組みや開示について十分に議論されていること、
経営陣や支配株主等の関連当事者との利益相反について、取締
役会の承認等により適切に管理されていること、取締役会は株
主（投資家）との対話を踏まえた議論ができていることについて
は、おおむね肯定的な評価が得られており、取締役会全体の実
効性については確保されていると認識いたしております。

実効性評価において、取締役等の指名・報酬の決定に関する
手続きの独立性・客観性を強化するため、2021年12月に独立
社外取締役を主要な構成員とした指名報酬諮問委員会を設置し、
独立社外取締役の適切な関与・助言を得る体制を整え取り組ん
でおります。
一方で、取締役会は最高経営責任者（CEO）等の後継者計画

の策定・運用に主体的に関与できていないという意見、事前に
付議事項に関する書類に目を通すなど職務に必要となる時間が
十分に確保できていないという意見、社内取締役は経営上の論
点を取締役会決議に至るまでの適切な時期に取締役会に説明し、
議論の対立軸や関連する情報を十分に取締役全員に共有できて
いないという意見、取締役会で承認された重要な決議事項の実
施後の状況について必要に応じて取締役会へ報告がなされる等
の十分なフォローアップができていないという意見が挙げられ、
課題として共有いたしました。
今後、当社の取締役会では本実効性評価を踏まえ、課題につ

いて十分な検討を行ったうえで迅速に対応し、取締役会の機能
を高める取り組みを継続的に進めてまいります。

❶औక໾ձ
取締役会は取締役6名（うち、社外取締役2名）で構成される

ほか、必要に応じ執行役員の出席を求め、監査役も出席のうえ、
経営方針等の重要事項に関する意思決定を行い、取締役の職務
執行を監督しています。

❷؂ࠪ໾ձ
監査役会は監査役3名（うち、社外監査役2名）で構成され、

監査役会で策定された監査方針等に基づき、取締役会をはじめ
とする重要な会議への出席や、業務および財産の監査等を通じ
て、取締役の職務執行を監査しています。監査の実効性を高め
質的な向上を図るため、会計監査人との会合を定期的に行い、
緊密な相互連携の強化に努めています。また、代表取締役と定
期的会合を開催し、相互認識と信頼関係を深めています。監査
役は必要に応じて内部監査に立ち会うほか、定期的に内部統制

部の報告を聴取する等、内部統制部との連携を図っています。
なお、社外監査役2名は当社に対する利害関係はありません。

⁠ձ؂ࠪܭਓ
会計監査人は、会社法および金融商品取引法に基づく会計監

査人として、EY新日本有限責任監査法人を選任しています。
会計監査人は監査役会へ監査および四半期レビューの計画説明
を実施し、第1四半期から第3四半期の四半期ごとに四半期レ
ビュー結果説明を、期末には監査結果説明を実施しています。

໰ҕһձࢾใु໊ࢦ⁡
取締役会の諮問機関として、社外取締役を過半数とし、委員

長を社外取締役とする指名報酬諮問委員会を設置し、取締役の
指名・報酬などに係る取締役会の機能の独立性、客観性と説明
責任の強化を図っています。

会社法上で規定されている株式会社の機関として、株主総会、取締役および取締役会、監査役および監査役会、会計監査人を基
本として定めています。

ίーϙϨーτΨόφϯεجຊํ਑

औక໾ձͷ࣮ޮੑධՁ

ίーϙϨーτΨόφϯεମ੍

コーポレートガバナンス基本方針

1.   取締役会による業務執行の監督機能の実効性の確保
●指名報酬諮問委員会の適切な関与・助言を得て、取締役の指名・報酬の公平性・透明性を確保する。
●社外取締役を3分の1以上とする。

2.   株主の権利・平等性の確保
●中長期的な企業価値の向上と株主の利益を合致させるべく投資家を含む株主との間で建設的な対話を行う。
●会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

3.   経営理念に基づき、サステナブル社会の実現を目指す行動
●サステナビリティ推進委員会を中核とし、中長期CSRビジョンを達成する。
●法令を遵守し、内部統制システムを的確に運用する。
●多様な人材を登用し、ステークホルダーの利益も考慮する柔軟な社内体制とする。

ίーϙϨーτΨόφϯε
エーアンドエーマテリアルグループは、コーポレートガバナンスの実効性を高め、業務の適正を確保するため基本方針を定め、
体制を整備しています。当社グループは、この体制を有効に機能させ、株主をはじめとするステークホルダーの皆様から
信頼される企業となるよう努めています。
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औక໾͓Αͼ؂ࠪ໾ͷεΩϧϚτϦοΫε （2025年6月27日株主総会後）

スキルマトリックス

氏名 性別 役位 社内・社外 就任年数※1
所有する

当社株式の数（株）
（2025年3月末現在）

　　知識・専門性・経験
指名報酬
諮問委員会※2 独立役員

取締役会への出席状況
（2024年度）※1

監査役会への出席状況
（2024年度）※1

経営戦略 生産・技術・
研究 営業・販売 財務・会計 法務・リスク

マネジメント 人材開発 出席回数 開催数 出席回数 開催数

●取締役

巻
まき

野
の

徹
とおる

M 代表取締役社長 10 30,100 〇 〇 〇 〇 〇 16 16

大
おお

橋
はし

徹
てつ

也
や

M 取締役副社長執行役員 1 700 〇 〇 〇 〇 13 13

大
おお

島
しま

武
たけ

人
ひと

M 取締役専務執行役員 2 5,800 〇 〇 〇 16 16

髙
たか

原
はら

一
かず

登
と

M 取締役専務執行役員 2 7,400 〇 〇 〇 16 16

田
た

倉
くら

榮
しげ

美
み

M 取締役 社外 10 4,100 〇 〇 ◎ 〇 15 16

菅
すが

谷
や

朋
とも

子
こ

F 取締役 社外 1 300 〇 〇 〇 〇 〇 13 13

●監査役

松
まつ

井
い

雄
ゆう

一
いち

郎
ろう

M 常勤監査役 ー 3,300 〇 〇 〇 〇 ー ー ー ー

鶴
つる

見
み

真
ま

利
り

子
こ

F 監査役 社外 1 300 〇 〇 〇 12 13 9 10

中
なか

谷
や

内
うち

茂
しげ

樹
き

M 監査役 社外 ー 0 〇 〇 〇 ー ー ー ー
※1 2025年6月27日就任者は「－」表記とする　　※2 「◎」は委員長を示す

1979年 4月 秩父セメント株式会社入社
1998年 10月  太平洋セメント株式会社関連企業部
2001年 11月  株式会社エーアンドエーマテリアル総合企画部長
2008年 4月  株式会社デイ・シイ執行役員

セメント事業本部営業部長
2011年 4月  太平洋セメント株式会社関連事業部長
2012年 4月  株式会社エーアンドエーマテリアル顧問
 6月  当社取締役専務執行役員
2015年 6月  当社代表取締役社長（現任）

1988年 4月 小野田セメント株式会社入社
2006年 3月 株式会社エーアンドエーマテリアル監査室
2011年 4月  当社工業製品・エンジニアリング営業本部

業務部長
2014年 4月  アスク・サンシンエンジニアリング株式会社

取締役総務部長
2016年 6月  株式会社エーアンドエーマテリアル建材事業

本部業務部長
2017年 4月 当社工業製品事業本部業務部長
2020年 4月  当社内部統制・リスクマネジメント本部内部

統制部長
2024年 4月  当社内部統制・リスクマネジメント本部

副本部長、内部統制部長
2025年 6月  当社常勤監査役（現任）

1988年 4月  株式会社アスク入社
2009年 4月  株式会社エーアンドエー茨城代表取締役社長
2013年 4月  株式会社エーアンドエー大阪代表取締役社長
2015年 10月  株式会社エーアンドエーマテリアル経営企画部長
2018年 4月  当社総務部長、事業推進本部 IoT推進部長
2019年 4月  当社執行役員
2021年 4月  当社執行役員総務部長、法務部長
 7月  当社執行役員北海道支店長
2023年 6月  当社取締役常務執行役員
 7月  当社取締役常務執行役員管理本部長
2025年 4月  当社取締役専務執行役員管理本部長（現任）

1981年 4月  弁護士登録
1984年 4月  田倉法律事務所開設（現在に至る）
1997年 6月  株式会社アスク社外監査役
2013年 4月  青山学院大学法務研究科特任教授
2015年 6月  株式会社エーアンドエーマテリアル社外取締役（現任）

1990年 4月  株式会社間組入社
2011年 12月  弁護士登録
2017年 1月  聖橋法律事務所開設（現在に至る）
2020年 11月  国土交通省中央建設工事紛争審査会特別委員（現任）
2023年 12月  国土交通省中央建築士審査会委員（現任）
2024年 6月  株式会社エーアンドエーマテリアル社外取締役（現任）
 10月  消費者庁消費者安全調査委員会委員（現任）
2025年 4月  国土交通省社会資本整備審議会建築分科会臨時委員（現任）

  足立区建築審査会委員（現任）、品川区建築審査会委員（現任）

1982年 4月  小野田セメント株式会社入社
2010年 10月  タイヘイヨウセメントU.S.A.株式会社社長
2015年 4月  太平洋セメント株式会社海外事業本部管理部長
2016年 4月  同社執行役員海外事業本部管理部長
2019年 4月  同社常務執行役員
 6月  同社取締役常務執行役員
2020年 6月  同社常務執行役員
2021年 4月  同社専務執行役員
 6月  同社取締役専務執行役員
2024年 4月  株式会社エーアンドエーマテリアル顧問

 太平洋セメント株式会社取締役
 6月  当社取締役副社長執行役員

 内部統制・リスクマネジメント本部長（現任）

1995年 4月  商工組合中央金庫
（現 株式会社商工組合中央金庫）入庫

2008年 12月  新日本監査法人
（現 EY新日本有限責任監査法人）入所

2011年 9月  公認会計士登録
2022年 2月  小林真利子公認会計士事務所（現 鶴見真利子

公認会計士事務所）開設（現在に至る）
 9月  株式会社カーセブンデジフィールド社外監査役（現任）
 12月  ユーソナー株式会社社外監査役
2024年  3月  ユーソナー株式会社社外取締役（監査等委員）（現任）
 6月  株式会社エーアンドエーマテリアル社外監査役（現任）

  藤倉コンポジット株式会社社外取締役
（監査等委員）（現任）

1987年 4月  浅野スレート株式会社入社
2016年 6月  関東浅野パイプ株式会社代表取締役社長
2017年 4月  株式会社エーアンドエー大阪代表取締役社長
2019年 4月  株式会社エーアンドエーマテリアル執行役員

  株式会社エーアンドエー茨城代表取締役社長
2021年 7月  当社執行役員内部統制・リスクマネジメント本部長
2023年 6月  当社取締役常務執行役員建材事業本部長
2025年 4月  当社取締役専務執行役員生産物流本部長（現任）

1992年 4月  日本セメント株式会社入社
2016年 8月  太平洋セメント株式会社事業企画管理部

管理グループリーダー
2024年 4月  同社事業企画管理部長
2024年 6月  秩父鉄道株式会社社外監査役（現任）
2025年 4月  太平洋セメント株式会社

グループ戦略推進部長（現任）
2025年 6月  株式会社エーアンドエーマテリアル

社外監査役（現任）

巻野 徹
代表取締役社長

松井 雄一郎
常勤監査役

髙原 一登
取締役専務執行役員

田倉 榮美
取締役

菅谷 朋子
取締役

大橋 徹也
取締役副社長執行役員

鶴見 真利子
監査役

大島 武人
取締役専務執行役員

中谷内 茂樹
監査役
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当社グループは、サステナビリティ方針を策定し、腐敗防止
への取り組みを宣誓しており、腐敗行為（贈賄、過剰な接待お
よび贈答品の授受など）を禁止・防止する体制を構築しています。
2024年10月のコンプライアンス研修では、小林綜合法律事務
所の菅原貴与志弁護士を講師としてお招きし、「不正・不祥事
の実例から学ぶ企業マネジメントの勘所－リスクマネジメント
の実務と法律知識の整理」を開催いたしました。当社の役員、
支店長、営業部長、工場長、本社・本部の部室長ならびにグルー

プ会社社長（海外グループ子会社を含む）および取締役が、本社
会場とオンラインで参加しました。過去の事例に基づく豊富な
解説とケーススタディを約3時間にわたり実施し、成果のある
研修となりました。
内部統制部はコンプライアンス・腐敗防止の徹底の重要性を

十分認識し、これからも継続して実効性のあるコンプライアン
ス研修を実施してまいります。

内部統制部が当社グループを対象として、コンプライアンスの遵守、リスク管理、情報管理、業務管理および内部統制の整備・
運用状況などについて監査を実施し、その改善および指導を行っています。
2024年度は、20事業場を対象に内部監査を実施しました。

事業目的の達成に係るリスクの回避、顕在化したリスクの低減を図るために、リスクマネジメントの目的、体制および手法を定
めた「リスク管理規程」を整備するとともに、リスク対応策をとりまとめた「リスク認識一覧表」を見直しました。また、内部統制・
リスクマネジメント本部を設置し、当社グループのリスクを一元的かつ実効的に管理する体制を構築しています。

違法行為や不正行為などのコンプライアンス違反の事実をすみやかに把握し、その発生を事前に抑制するなどコンプライアンス経営
体制を強化するために、ヘルプライン制度を運用しています。
通報は顕名に加えて、利用者の心理的な負担を低減するよう匿名も可としています。また、この制度を利用したことを理由とし

て利用者に不利益な取り扱いがなされないよう、「ヘルプライン制度運用規程」に定め、ポスターの掲示等により制度の周知を図っ
ています。

当社では事業活動に伴い、業務遂行上必要となる個人情報を保有・取得しますが、これらお客様の個人情報は以下のような目的
で利用します。

この行動規範は、エーアンドエーマテリアルグループの経営理念の下に、グループの役員および従業員が日々判断し、行動すべ
き基準を示すものです。

また、当社では業務を円滑に遂行するため、業務の全部または一部を委託先に委託し、当該委託先に対し必要な範囲でお客様の
個人情報を開示・提供する場合がありますが、この場合は、当社が定めた基準を満たす委託先を選定するとともに、当社は委託先
に対し個人情報の取り扱いに関する適切な管理を行うよう指導徹底いたします。

ίϯϓϥΠΞϯεͱ෗ഊ๷ࢭ΁ͷऔΓ૊Έ
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当社グループは、コンプライアンスの実践を経営の最重要課題と位置づけ、この徹底が経営基盤の強化につながることを認識し、
企業活動に求められるあらゆる法令の遵守はもちろんのこと、社会規範に則した公正で透明性の高い企業活動を行います。
具体的には次の基本方針7項目を掲げ、これらの実践によりコンプライアンス経営を推進します。

コンプライアンス基本方針
1.   当社グループの全役員・全従業員は、「経営理念」「行動規範」「コンプライアンス宣言」の精神を正しく理解し、どのような場面におい
てもあらゆる法令・法規・社内規程・社内規則等を遵守するだけでなく、社会規範・モラル・マナー等、倫理的責任も果たします。

2.   当社グループの各社と連携して、コンプライアンス経営の実効性を確かなものとするための仕組みとルールを作り、役員および従業
員各階層への教育・啓蒙活動を通じてコンプライアンス意識の喚起と浸透・定着に努めます。

3.   社会の要請や法令の制定・改廃等に応じて、業務遂行の基準となる社内の諸制度・諸規程を整備して、全役員・全従業員に周知徹底
を図ります。

4.   コンプライアンス上の問題を発見した場合には、速やかに事実調査と原因究明を行い、企業として責任ある適切な対応方針・施策を
打ち出すよう努めます。

5.   必要な企業情報を適時・適切かつ公正・公平に開示し、当社グループを取り巻くステークホルダーとのコミュニケーションの促進に
努めます。

6.   事業活動を行う国・地域の文化・習慣を尊重し、現地の法律を遵守します。
7.   市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力・団体などとは一切の関係を持たず、これら勢力から不正・不当な要求がなされた場合
はこれを拒否します。

エーアンドエーマテリアルグループ行動規範

❶法令・法規・社内規定等を遵守するとともに、社会に対する責任を自覚し、良識に則って行動しよう。
❷公明正大な競争と取引先との公正かつ適正な取引に徹しよう。
❸技術力を高めることを常に意識し、更なる研究・開発に努めよう。
❹社会に対し、責任の持てる安全で良質な製品・サービスをお客様に提供するとともに、常に競争に打ち勝つ姿勢を持とう。
❺ 『お客様・市場からの評価が当社グループの価値』と考え、あらゆるニーズをキャッチすることに敏感になり、スピード感を
もって行動しよう。

❻ 株式上場会社に相応しい利益水準の維持・拡大を目指し、商品力と営業力の強化、ならびにコスト削減による収益力の一
層の向上に努めよう。

❼前例にとらわれることなく柔軟に行動し、将来を見据えた考えを常に持とう。
❽一人ひとりが社内外に通用する人材となろう。
❾安全で健康で、働きやすい活気に満ちた職場づくりを進めよう。
❿基本的人権を尊重し、あらゆる差別行為や就業環境を悪化させるような行為をなくそう。
⓫企業活動や家庭において環境保全を意識した行動をしよう。
⓬地域社会の利益に貢献するとともに、社会との共存・共生を心掛ける行動をしよう。

個人情報保護方針
1.   当社所定の事業目的に係る業務（お取引、IR活動、金融取引や年金運用に関する照会、連絡、資料等の送付、打合せ、相談、検討、契約、
受発注、発送、請求、入金、支払いおよび債権債務管理 等）を遂行するため

2.  当社が取り扱う製品・サービス等に関する情報の提供、収集、調査、検討および対処のため
3.  当社が開催（主催・共催・協賛・後援）するセミナー・展示会等に関するご案内を差し上げるため
4.  お客様からのお問い合わせ、ご依頼、資料のご請求等への適切な回答と対応のため
5.  お客様に提供した製品・サービスの利用に関わる実績管理、ニーズの調査・検討のため
6.  当社内へ入場する方々および入場する車両の入退管理のため
7.  当社が拠点を置く地域との渉外のため
8.  ご応募いただいた懸賞などに対する景品等の送付・連絡のため
9.  その他、お客様に事前にお知らせし、ご同意いただいた目的のため
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●●支店●●支店 ●●支店

当社グループは、情報資産のセキュリティを確保することは重要な経営課題であり、また重大な社会的責務であると認識してい
ます。当社グループは、安定的に経営活動を維持するため、以下に「情報セキュリティ基本方針」を定め、すべての役員および従業
員等はこの基本方針を遵守し、当社グループの情報資産を適切に取り扱い、保護、管理に努めます。

ਪਐମ੍͓Αͼ׆ಈ
当社グループは「情報セキュリティ管理規程」を制定し、これ
に基づく管理体制のもと、情報セキュリティ保護活動に取り組
んでいます。
当社グループのネットワーク環境の課題であった社外（外勤
やテレワークなど）からのワークフロー利用の際に発生してい
た接続コストならびにWindows アップデートの際のネット
ワーク通信の遅延などへの対応を目的として、ネットワーク・
セキュリティを従来のデータセンター型からクラウド型に移行

しました。様々なITシステムがクラウド化した現状に適したセ
キュリティシステムの導入により、ネットワーク・セキュリティ
を強化しつつ、従来コストを1/3以下に抑えられる見込みです。
その他、スマートファクトリー推進に関わるセキュリティ

強化を目的として、㈱エーアンドエー茨城へネットワーク機
器を導入しました。これにより、社内ネットワーク全体の安
全性と信頼性が向上。また、不正アクセスによるリスクの低
減が図れます。

৘ใηΩϡϦςΟ؅ཧମ੍ਤ

৘ใηΩϡϦςΟ

情報セキュリティ基本方針

1.   当社グループは、情報セキュリティに関する法令およびその他の社会的規範を常に遵守します。
2.   当社グループは、情報資産について、管理方法、管理者および取扱基準等を規定し、情報セキュリティの保護を行います。
3.   当社グループは、情報資産を破壊、紛失、盗難、漏洩、不正使用、故障、災害および誤処理等から保護するため、適切
なセキュリティ対策を講じます。

4.   当社グループは、情報資産にセキュリティ上の事故が万が一発生した場合は、迅速に被害を最低限に止める処置をとると
ともに原因究明を行い再発防止に努めます。

5.   当社グループは、すべての役員および従業員等に対して情報セキュリティについての教育および啓蒙を行い、情報セキュ
リティの周知徹底に努めます。

6.   当社グループは、情報セキュリティ基本方針および関連する規則、管理体制の評価および見直しを定期的に行い、情報セ
キュリティの継続的な改善を図ります。

Ψόφϯε෦໳ͷ໨ඪͱ׆ಈ݁Ռ
CSR2030に基づいた中期CSR目標に対する活動結果は以下のとおりです。

情報セキュリティ管理者
（情報システム部管掌役員）

情報セキュリティ責任者
（情報システム部長）

情報セキュリティ取扱管理者
（事業場長）

情報セキュリティ取扱管理者
（事業場長）

情報セキュリティ取扱管理者
（事業場長）

情報セキュリティ取扱責任者情報セキュリティ取扱責任者 情報セキュリティ取扱責任者

システムサポート担当システムサポート担当 システムサポート担当

中長期目標と2024年度活動結果

テーマ 中長期目標
（無印：国内当社グループ全社　※：単体） 2024年度の活動結果

取締役会の
実効性確保

● 取締役の多様性を確保するための
スキル・マトリックス開示継続(1回/年) ※ ● 招集通知にて開示

● 実効性評価のためのアンケートによる自己評価・分析の継続
(1回/年) ※ ● 2月に実施

● 指名報酬諮問委員会の開催継続(2回以上/年) ※ ● 3回開催（5月21日、3月3日、3月24日)
● 社外取締役1/3以上の確保 ※ ● 1/3以上確保（6名のうち、2名の社外取締役を選任）
● 女性役員の確保 ※ ● 女性役員2名選任

投資家、株主との
建設的対話 ●機関投資家向け、個人投資家向け説明会の実施継続(各1回/年) ※ ● 6月 機関投資家向け説明会を実施

●12月 個人投資家向け説明会を実施
多様な人材の登用 ● 積極的なキャリア採用の継続 ※ ● 中途採用者11名

コンプライアンス
基本方針の誠実な
履行

● 腐敗防止を含むコンプライアンス基本方針の整備と運用継続 ● J-SOXに対応し、全社レベル統制、業務プロセス統制を実施し、
監査法人より有効性評価を受けている

● リスクベースアプローチに基づく内部監査の実施継続 ● 内部監査20拠点、棚卸立会5拠点を実施

コンプライアンス
意識の啓蒙と
透明性の確保

● 各階層向けコンプライアンス研修の実施と状況の開示継続 ● 10月  役員、事業場長、管理職向けコンプライアンス研修を
実施（参加者：164名）

● ヘルプライン制度の利用実績開示継続 ● 社内受付窓口(ヘルプライン) 1件（前年度1件）
● 社外受付窓口(法律事務所) 2件（前年度1件）

当社法務部は、当社グループ全体のリーガルリテラシー向上
と法令等遵守の徹底を図るため、法務研修の充実化に取り組ん
でいます。2024年度も、当社グループ全役職員を対象とした
法務研修を実施しました。

मݚܕ߹ू⁞
2024年度も例年同様、本社会場とオンライン配信のハイブ

リッド型で研修を実施しました。今年度は3回実施し、いずれ
も200名を超える参加があり、大盛況となりました。集合型研
修は2020年度から開始しており、2024年度末までに全12回
実施しています。毎回受講者数が増加していることから、当社
グループ役職員の法令等遵守に対する意識やリーガルリテラ
シーの向上を実感しています。

 �๏຿෦һʹΑΔݚम�
ʢ๏຿ࢠࣉ԰����ɺઓུ๏຿΢ΣϏφーʣ
当社グループの事業場別に出前型で実施する法務ミニ研修

「法務寺子屋」を昨年度に引き続き実施しました。さらに、新た
な取り組みとして、オンラインによる「戦略法務ウェビナー」を
開催し、2024年11月施行のフリーランス新法や労働法の基礎
など、当社グループの役職員として押さえておくべき法律につ
いて、受講者一人ひとりが身近に感じながら理解できるよう工
夫を凝らした研修も行いました。

⁠Fϥーχϯάݚम
eラーニング研修では、入社2年次までの従業員(新卒・キャ

リア採用)を対象に、当社の事業に携わるうえで当然に知って
おくべきテーマを取り上げて実施しました。各テーマとも確認

テストで90点以上を取得するまで繰り返し受講する条件のも
と、2024年度も受講率・達成率ともに100%を達成しました。

当社法務部は、2025年度も引き続き法務研修のさらなる充
実を図るとともに、社内外のステークホルダーの皆様に信頼さ
れる当社グループの構築と企業価値の向上を目指し、様々な取
り組みを実施してまいります。

2025年度の主な予定

❶ 2025年度法務研修(集合型)
「ケーススタディで学ぶ建設業法・建設工事契約の基礎」等
❷ 法務寺子屋2025
「著作権」、「改正下請法」、「労働法」のテーマを追加予定
❸戦略法務ウェビナー
❹ 石綿研修会2025（法務部　戦略法務グループ・
契約法務グループ・石綿対策室)

๏຿ݚमͷ֦ॆʹΑΔ๏ྩ౳९क΁ͷऔΓ૊Έ

法務研修の様子
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࿈݁��Χ೥ࡒ຿αϚϦー
連結　経営指標等 （単位）

第15期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

　売上高 （百万円） 39,492 38,288 39,275 39,208 41,286 42,761 37,204 35,923 39,200 41,282 43,421

　営業利益 （百万円） 1,315 1,608 2,367 2,400 2,656 3,181 1,470 1,440 1,489 2,318 1,916

　経常利益 （百万円） 1,036 1,259 2,184 2,212 2,624 3,151 1,578 1,563 1,453 2,403 1,885

　親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 688 971 1,983 1,398 1,973 1,992 727 958 931 2,699 △120

　純資産額 （百万円） 7,498 7,835 9,757 10,912 12,722 14,236 15,092 15,676 16,501 18,932 18,652

　総資産額 （百万円） 40,909 41,612 41,452 41,177 41,345 39,468 38,203 36,231 38,179 39,952 40,837

　有利子負債（社債・割引含む） （百万円） 15,281 14,332 12,933 10,413 8,265 4,924 5,767 6,008 7,116 4,455 4,400

　1株当たり純資産額 （円） 96.60 100.95 125.73 1,431.31 1,668.87 1,866.41 1,977.60 2,048.89 2,156.70 2,471.28 2,430.16

　1株当たり当期純利益 （EPS） （円） 8.87 12.52 25.55 181.80 258.88 261.22 95.35 125.37 121.76 352.48 △15.77

　営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 1,858 485 2,895 3,084 2,670 2,818 1,076 1,741 △ 694 3,065 1,230

　投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 579 571 △ 178 △ 570 △ 661 △ 663 △ 1,215 △ 1,654 △ 317 515 △2,624

　財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △ 2,832 △ 1,004 △ 1,605 △ 2,932 △ 2,492 △ 3,753 418 △ 113 730 △ 3,061 △513

　現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 3,168 3,194 4,305 3,882 3,391 1,797 2,340 2,324 2,046 2,570 665

　自己資本比率 （％） 18.33 18.83 23.54 26.77 30.77 36.07 39.51 43.27 43.22 47.39 45.67

　自己資本当期純利益率 （ROE） （％） 9.91 12.67 22.54 13.53 16.70 14.78 4.96 6.23 5.79 15.24 △0.64

　株価収益率 （PER） （倍） 13.30 6.07 5.01 6.82 3.99 4.44 11.64 7.06 7.41 3.98 ー

　株価純資産倍率 （PBR） （倍） 1.22 0.75 1.01 0.87 0.62 0.62 0.56 0.43 0.42 0.57 0.48 

　売上高原価率 （％） 79.18 78.30 76.79 76.17 76.01 74.91 77.65 77.64 79.41 77.51 77.38

　売上高販管費率 （％） 17.49 17.50 17.18 17.71 17.55 17.65 18.39 18.36 16.79 16.87 18.21

　売上高営業利益率 （％） 3.33 4.20 6.02 6.12 6.44 7.44 3.95 4.01 3.80 5.62 4.41

　売上高経常利益率 （％） 2.63 3.29 5.56 5.64 6.36 7.37 4.24 4.35 3.71 5.82 4.34

　総資産経常利益率 （ROA） （％） 2.48 3.05 5.25 5.43 6.35 7.80 4.10 4.20 3.90 6.20 4.66

　従業員数 期末日 （名） 903 895 867 871 877 866 863 871 857 838 898

　臨時従業員数 期中平均（派遣含まず） （名） 166 157 145 157 175 191 180 194 179 186 203

※当社は2017年10月1日を効力発生日として、普通株式について10株を1株に併合しました。
それに伴い一株当たりの純資産額、当期純利益の数値も変わっております。
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ձࣾ֓ཁʢ����೥�݄��೔ࡏݱʣ
ձࣾ֓ཁ
商　号 株式会社エーアンドエーマテリアル

A&A Material Corporation
設　立 1924年（大正13年）3月
代表者 代表取締役社長　巻野 徹
本　社  東京都港区港南一丁目2番70号 

品川シーズンテラス27F
資本金 38億8千9百万円
従業員 898名（連結）　209名（単体）

෼໺ۀࣄ
当社グループは、建設・建材事業部門、工業製品・エンジニア
リング事業部門により「建材に関する精算、化粧加工、施工の技
術」と「熱、音、その他エネルギーをコントロールする技術」を活
かして事業を行っています。

●建設・建材事業部門
1）不燃建築材料の製造、販売および工事の設計、施工
2）鉄骨耐火被覆工事の設計、施工

●工業製品・エンジニアリング事業部門
1）不燃紡織品、船舶用資材、防音材、伸縮継手他各種工業
用材料・機器の販売

2）工業用摩擦材、シール材、保温保冷断熱材の製造、販売
3）保温、保冷、空調、断熱、防音、耐火工事の設計、施工
4）自動車用を主とした摩擦材、シール材の製造、販売

●その他の事業部門
不動産の賃貸等

େגओ（2025年3月31日現在）
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

太平洋セメント株式会社 3,291 42.42
明治安田生命保険相互会社
（常任代理人株式会社日本カストディ銀行） 231 2.98

INTERACTIVE BROKERS LLC
（常任代理人インタラクティブ・ブローカーズ証券株式会社） 157 2.03

エーアンドエーマテリアル社員持株会 140 1.80
ヨシダ　トモヒロ 138 1.78
株式会社不二商会 85 1.10
株式会社日本カストディ銀行（信託E口） 82 1.06
松井証券株式会社 82 1.06
上田八木短資株式会社 61 0.78
江藤　栄治 54 0.69

ॴ༗ऀผ෼෍ঢ়گ（2025年3月31日現在）

Ԋֵ
当社は、2000年10月1日、株式会社アスク（旧朝日石綿工業株式会社）と浅野スレート株式会社が合併して株式会社エーアンドエーマ
テリアルとして新発足いたしました。主な変遷は次のとおりです。

1914年12月  東京深川に浅野スレート工場を建設し、わが国最
初の石綿スレートを製造（浅野スレート㈱の創立）

1924年 3月  横浜市神奈川区に朝日スレート㈱を設立（朝日石
綿工業㈱の創立）

1944年 3月  山梨工場開設
1949年 5月  東京証券取引所に株式上場
1962年 1月  大阪工場開設
1964年 7月  朝日珪酸工業㈱を設立
1975年11月  茨城工場開設
1989年11月  アスク・サンシンエンジニアリング㈱を設立
1991年 5月  山梨工場を分社化し、㈱アスクテクニカを設立
2000年10月  ㈱アスクと浅野スレート㈱が合併し、㈱エーアン

ドエーマテリアルが発足

2004年 3月  茨城工場および大阪工場を分社化し、それぞれ
㈱エーアンドエー茨城、㈱エーアンドエー大阪を
設立

2009年 2月  エーアンドエー工事㈱を設立
2022年 4月  東京証券取引所の市場区分の見直しにより市場

第一部からスタンダード市場へ移行
2024年10月  大昭和ユニボード㈱を子会社化
2025年 2月  本店を東京都港区に移転

エーアンドエー工事㈱の商号を㈱エーアンドエー
クレストに変更
大昭和ユニボード㈱の商号をユニボード㈱に変更

4月  DICデコール㈱を子会社化
DICデコール㈱の商号をデコール㈱に変更

ωοτϫーΫ（2025年3月31日現在）

ؔ࿈ձࣾɾੜࢠ࢈ձࣾ
アスク・サンシンエンジニアリング株式会社
〒108-0075　東京都港区港南一丁目2番70号

品川シーズンテラス27F

株式会社アスクテクニカ
〒409-3601　山梨県西八代郡市川三郷町市川大門1488

株式会社エーアンドエークレスト
〒108-0075　東京都港区港南一丁目2番70号 

品川シーズンテラス27F

株式会社エーアンドエー茨城
〒300-4507　茨城県筑西市内淀263-1

株式会社エーアンドエー大阪
〒569-1135　大阪府高槻市今城町25-3

朝日珪酸工業株式会社
〒870-0268　大分県大分市大字政所字久保田2271-2

アスク沖縄株式会社
〒901-0153　沖縄県那覇市字栄原5-1-1

ユニボード株式会社
〒989-2437　宮城県岩沼市字吹上西111

デコール株式会社
〒363-0002　埼玉県桶川市赤堀2-20
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証券会社　314,079株
4.04％

個人・その他
2,813,059株
36.16％

外国法人等　498,450株
6.41％

金融機関
465,084株

5.98％

その他国内法人
3,687,328株

47.41％

株式数
7,778,000株

アスク沖縄㈱

㈱アスクテクニカ

滋賀工場

㈱エーアンドエー大阪

関西支店

中四国支店

朝日珪酸工業㈱

九州支店

北海道支店

東北支店
ユニボード㈱

技術開発研究所
㈱エーアンドエー茨城
デコール㈱

㈱エーアンドエーマテリアル本社
関東支店
㈱エーアンドエークレスト
アスク・サンシンエンジニアリング㈱

中部支店

■ 本社
● 支店
● 営業所
● 工場・生産子会社
● 関連会社

海外 ● 台湾支店
 ● アスクテクニカインドネシア
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